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2020年度事業報告の作成にあたって

理事長 小 野 興 子

2020 年度は、全く想定外のコロナ禍による緊急事態宣言と共に始まりました。

パンデミックの不安の中、大学は 5月一杯までオンライン授業、その後はオンライン授業と対

面授業併用のハイブリッド授業へ、中高は 6月半ばまでオンライン授業を中心とし、その後は

全面対面授業へ、一方、こども園は最初から 1年間を通じて普段どおりの幼児教育・保育の継

続と、3部門の違いはあるものの、各々に最適と思う感染症予防体制を組んで臨んだ 1年でし

た。厳しい制限の下で止むを得ず中止した数々の行事・活動もありましたが、各部門それぞ

れ、学生、生徒、園児への影響が最小限となるように努めてまいりました。

これは、院長、学長、校長、園長のリーダーシップの下で、困難な状況にあっても全教職員が

各々の職責を忠実に果した結果であります。

困難だった 2020 年度が終わった今、2020 年度の学院年度聖句「しかし、神が据えられた堅固

な基礎は揺るぎません。」（テモテへの手紙Ⅱ2章 19 節 19a）が深く心に響きます。創立 130

周年という節目を終えた途端に襲来した災禍にも拘わらず、山梨英和の堅固な基礎はけっして

揺るがないことを図らずも年度聖句によって確信できたからです。

すでに 2021 年度が始まりましたが、今年度の学院年度聖句に「見よ、新しいことをわたしは

行う。今や、それは芽生えている。」（イザヤ書 43章 19 節）が与えられました。山梨英和への

神の護りの確かさを確認し感謝するとともに、新しく始まった山梨英和の未来への歩みもま

た、神の御手のうちにあることを感謝をもって覚えます。

未だコロナ禍の先行きは不透明ですが、この状況を悲観的に捉えて暗く内向きになるのではな

く、すでに新しい未来を神が備え給うことを確信し、希望と使命感をもって、山梨英和学院で学

び育つ学生、生徒、こども達のために、山梨英和学院に仕える私達一人一人は、あらためて自ら

の職責を忠実に果たしてまいりたいと思います。



Ⅰ 法人の概要

１ 学校法人の概要

2 建学の精神、教育理念

① 建学の精神・設⽴趣旨

山梨英和学院は、明治22年(1889年)まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていなかった山梨県に

おいて、すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当時カナダ・メソジスト

教会によって東京と静岡に設立されていた学校(東洋英和と静岡英和)に続いて、甲府にも新し

い時代の国際社会の中で活躍しうる女性の育成を目的とする学校設立の事業に対して、同じ教会

の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

② 校訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神(神様ありがとう)｣とは、神を敬うことです。

｢愛人(人には親切)｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修(自分のことは自分で)｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

③ 教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の育成を

「教育理念」としています。

3 学校法人の沿革

新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

6月1日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限3カ年と定める。

開校式を挙行する。

甲府市百石町に校舎完成移転する。

甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

「山梨栄和中学校(新制)」を設置する。

設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

1947(昭和22)年 4月

1948(昭和23)年 3月

1948(昭和23)年 4月

1949(昭和24)年 4月

1950(昭和25)年 4月

1906(明治39)年11月

1911(明治44)年 4月

1939(昭和14)年 3月

1941(昭和16)年 4月

1943(昭和18)年 4月

法人名

理事長名

所在地

学校法人 山梨英和学院

小野 興子

〒400-8508 山梨県甲府市横根町888番地

055-223-6010

1989(明治22)年4月

教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人間形成の学校教育を行う。

電話番号

設立年月

目的

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。(～1946(昭21).6)

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青
年実業家との協力により設立された学校であり、東洋英和女学院(1884年創立)、静岡英和女学院(1887
年創立)とともに、カナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

1889(明治22)年 4月

1889(明治22)年 6月

1889(明治22)年11月

1891(明治24)年10月
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設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

｢英和｣に改名する。

「山梨英和短期大学(国文科・英文科)」を設置する。

「石和英和幼稚園」を設置する。

短大の学科名称を「国文学科(旧国文科)」、「英文学科(旧英文科)」に

変更する。

山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

短大に「情報文化学科」を増設する。

短大を甲府市横根町に新築移転する。

高等学校を旧短大校舎に移転する。

コミュニケーション学科(旧英文学科)」に変更する。

2013(平成25)年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

石和英和幼稚園を廃止(2015年3月)し、「認定こども園山梨英和プレストン

こども園を設置する。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメル

こども園」に、韮崎英和幼稚園を「認定こども園山梨英和ダグラスこども園」

に名称変更する。

｢幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣及び｢幼稚園型認定

こども園山梨英和ダグラスこども園｣を廃止(2017年3月)し、子ども子育て

支援制度による幼保連携型認定こども園｢幼保連携型認定こども園山梨英和

カートメルこども園｣及び｢幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこど

も園｣を設置する。

4 設置する学校・学部・学科等

① 学校名、目的

目 的

キリスト教の信仰に基づき広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、

知的、道徳的及び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視野に立つよりよき社会

人としての人間形成を行う。

キリスト教の信仰に基づき、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、

もって国際的視野に立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与する。

山梨英和中学校 教育基本法及び学校教育法に従い、女子に中等普通教育(高等普通教育)を施し、

キリスト教による人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献身奉仕の精神に富む

国民を育成する。

キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い環境の中でその心身の発達を助長

する。

2015(平成27)年4月

2017(平成29)年4月

1999(平成11)年 4月

2001(平成13)年 4月

2002(平成14)年 4月

1986(昭和61)年 4月

1991(平成 3)年 4月

1996(平成 8)年 4月

2004(平成16)年 4月

2004(平成16)年 5月

1951(昭和26)年 4月

1958(昭和33)年11月

1966(昭和41)年 4月

1968(昭和43)年 4月

1969(昭和44)年 4月

山梨英和こども園

(ｶｰﾄメル,ﾀﾞｸﾞﾗｽ,ﾌﾟﾚｽﾄﾝ)

設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の

学 校 名

山梨英和大学

山梨英和大学大学院

山梨英和高等学校

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科(旧国文学科)」、「英語

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻(修士課程)」を設置する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。
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② 学校・学部・学科等の学生数の状況

(単位：人)

(注) 認定こども園の入学定員は利用定員

5 役員・評議員の概要

① 役員の概要

(1) 責任限定契約

私立学校法に従い、2020年4月1日より責任限定契約を締結した。

⭕対象役員の氏名

非業務執行理事：㲍橋 誠、牛山晶子、鈴木美穂子、河田節子、野々垣健五、小野祥子、井田昌之

監事：薬袋洋子、桃井明男

⭕契約内容の概要

○契約によって職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置

契約の内容に、役員がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときに限る旨の定めが

ある。

(2) 役員賠償責任保険への加入

私立学校法に従い、理事会決議により2020年4月1日から役員賠償責任保険に加入した。

⭕保険会社、保険名称 東京海上日動株式会社経営責任総合補償特約条項付帯 会社役員賠償責任保険

⭕個人被保険者 理事・監事、退任役員(１０年)、死亡役員の相続人

⭕補償内容、補償限度額

主たる補償：法律上の損害賠償金、争訟費用 １億円

費用補償：損害賠償請求対応費用、公的調査等対応費用等 2億7千万円

監 事 桃 井 明 男 非常勤

理 事 野々垣 健 五 非常勤

理 事 小 野 祥 子 非常勤

理 事 井 田 昌 之 非常勤

河 田 節 子 非常勤

理 事 渡 辺 信 二 常 勤

理 事 糟 谷 理恵子 常 勤

監 事 薬 袋 洋 子 非常勤

591

288

181

114

81

132

1,400

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

平成14(2002)

明治22(1889)

明治22(1889)

平成29(2017)

平成29(2017)

平成27(2015)

合 計

2021年3月31日現在

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園

理事：定員15名、現員15名 監事：定員2名、現員2名

幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園

155

120

70

140

100

165

762

理 事 鈴 木 美穂子 非常勤

理 事 㲍㻌䚷橋 誠 非常勤

理 事 牛 山 晶 子 非常勤

常務理事 大 木 正 人 常 勤

常務理事 古 屋 秀 樹 常 勤

常務理事

理 事

常 勤

常務理事 三 井 貴 子 常 勤

理 事 長 小 野 興 子 常 勤

常務理事 朴 憲 郁 非常勤

重大な過失がないときは、金40万円と役員報酬の2年分とのいずれか高い額を責任限度額とする。

非業務執行理事がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、金12万円と役員報酬

の2年分とのいずれか高い額を責任限度額とする。また、監事がその職務を行うに当たり善意でかつ

学 校 名 学部等 学科等

2020年5月1日現在

開設年度 入学定員 学生等数

平成16(2004) 1312

幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園

山梨英和中学校

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科

人間文化学部 人間文化学科

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科

菊 野 一 雄
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② 評議員の概要

6 教職員の概要

(単位：人)

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

182

21

11

8

5

12

3

60

49

43

9

9

6

8

124122

21

7

1

0

0

8

37

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

87

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

計

28

朴 憲 郁

河 田 節 子 中高卒業生 井 田 昌 之

高 橋 寛 子 大学教職員

堀 内 栄 子 こども園教職員

糟 谷 理恵子 中高教職員

古 屋 秀 樹 事務局長

大 木 正 人 こども園長 野 口 英 一

院長

大和田 浩 二

鈴 木 美穂子 輿 水 順 雄

学識経験者

36

8

9

6

0

2021年3月31日現在

定員31名、現員31名

学識経験者

54

18

19

11

20

0

75

29

27

16

32

3

芦 沢 薫 学識経験者

中高卒業生

氏 名 摘 要 氏 名 摘 要

野々垣 健 五 学識経験者

若 尾 真由美 中高教職員 髙野 孫左ヱ門 学識経験者

飯 島 正 敏 学識経験者

㲍㻌䚷橋 誠 教団の教職 進 藤 中 学識経験者

篠 原 義 明 学識経験者

菊 野 一 雄 学長 小 野 興 子 学識経験者

三 井 貴 子 中高校長

学識経験者

上 原 重 樹 学識経験者

渡 辺 信 二 大学教職員 小 野 祥 子 学識経験者

教 員 職 員 計

本務

学識経験者

岡 田 恭 子 中高卒業生 野 川 忍 学識経験者

牛 山 晶 子 短期大学卒業生

2020年5月1日現在

五 味 恵美子 短期大学卒業生

アブラハム・サムエ
ル・ジェバクマル

学識経験者

兼務 本務 兼務 本務 兼務
区 分
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Ⅱ 事業の概要

学校法人山梨英和学院の設置する大学，中学校・高等学校，カートメル認定こども園，ダグラ

ス認定こども園，プレストン認定こども園及び学校法人の 2020 年度事業の結果，進捗状況，今後

の課題等は，以下のとおりである。

Ⅰ ⼭梨英和⼤学

〇 はじめに

2020 年度は一言で言えば、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大（以下、コロナ禍と言

う）によって、翻弄され続けた一年であった。未曽有の社会的混乱の影響は当然ながら大学に

まで及び、全ての学校運営・学校行事の変更と早急な代替案の策定が余儀なくされることとな

った。いかに新型コロナウイルス感染拡大防止対策（以下、感染防止対策と言う）を講じなが

ら、人が集うキャンパスの機能を維持していくのか。以下、例年の書式に則り事業報告へ移る

が、来年度以降も継続して考えていかねばならない大きな宿題である。

2020 年度予算の策定に当たっては、予算編成方針に示された『経営改善計画としての中長期

経営計画・中期実施計画及び財務計画の 3年目となることを踏まえ、従来からの基本的な考え

方である部門毎の事業活動収支の均衡を原則としつつも生き残りのために戦略的な投資が必

要な場合は、各部門の保有する特定資産及び支払資金を財源として予算化することを妨げない。

一方で戦略的な投資以外は、従来どおりゼロベースを基礎とした経費の見直しを図り、業務の

合理化、効率化を進めると共に不要経費の削減は不断に行っていく』という理事会の経営方針

を遵守し、単年度の収支バランスの均衡を図るべく、①支出項目・内容の見直し、②個別事業

等の検証に基づく不要不急費の削減、③受益者負担の原則化、等に基づき支出削減を行い、単

年度収支における支出超過の削減に取り組んだ。

幸い、2019 年度には、学部 1年次入学者数 177 名を確保したがこれには外的要因に因るとこ

ろも多分にあることから、2020 年度予算においては、学部 1年次入学者確保及び教育の充実を

最重要事項と位置づけ、教育面・環境面・サービス面等のあらゆる角度から学長の強いリーダ

ーシップの下で改革・改善及び充実に資する予算編成を行い、2020 年度の学部 1年次入学者数

は 170 名となり、定員を超える入学者を確保することができた。引き続き、2021 年度学部 1年

次入学者も定員を超えることが決定的であるが、外的要因は厳しい状況が続くため、気を引き

締めて大学運営にあたるものとする。

なお、山梨英和学院中長期経営計画（大学部門）において、次の諸計画が策定されたことか

ら、山梨英和大学中長期経営計画実行委員会及び必要なワーキンググループ（改革検討委員会・

実行委員会等）を設置し、選択と集中に基づき、諸実施計画案を年次計画的・段階的に立案し、

その計画実現に向け必要な事業経費の計上及び進捗管理を行った。

1. 定員充足率の向上目標必達

2. 英語教育カリキュラムの改革

3. 奨学金制度の見直しと拡充

4. グローバル化への取り組みを強化

5. 新学部、新学科設置及びカリキュラムの抜本的改革

6. 2021 年度からの大学入試改革への対応

7. 就職活動指導・支援体制の強化と拡充

8. 教育の質の更なる向上

9. 地元・東京圏にある他大学との連携の強化と海外の大学との提携ネットワークの拡充

10. 在学生・卒業生の山梨英和大学の誇りと自信の涵養
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11. メイプルカレッジによる社会貢献活動の体制作りと実践

（経営強化集中支援事業における取組項目）

〇 学生募集

〇 中途退学者の減少

〇 SD・FD や教職協働

〇 経費削減

〇 その他（英語教育等改革・留学生満足度向上・COC+への取組・社会貢献活動）

□ 基本方針

(1) 選択と集中

不必要なもの、無駄なものを徹底的に洗い出し、大学にとって集中すべきコア・コンピタ

ンスとは何かを解明し、中期・短期の実現可能な改革案を洗い出し、教職員の叡智を結集し、

諸計画の具体化と実現を志向した。

(2) 諸方策の検討、実施

① 学長中心のガバナンスにより、意志決定と変革のスピードを上げ、諸方策の検討・改革・

改善・実行を行った。

② 山梨英和大学中長期経営計画実行委員会の下に、①英語教育改革検討委員会、②メイプル

カレッジ改革検討委員会、③カリキュラム検討委員会、④アセンブリー検討委員会、⑤日

本語教育検討委員会、⑥情報メディアセンター改革検討委員会、⑦就職活動指導･支援体制

改革検討委員会を設け又個別に実務又は実行委員会を置き、各委員会等から提案された改

革案等の承認･確認を受け、大学(教授会)･各検討委員会･実行委員会等が実施に向け検討･

調整し、実施計画の立案･年次的実行及び進捗管理を着実に行った。

③ コンピュータシステムの総括管理（パソコン、ネットワーク等の管理・運営・運用・セキ

ュリティ等）については、総括責任者（学長）の下で、コンピュータシステム委員会が所

掌して適切・適格に行った。

④ 教育研究環境の充実・発展の基盤となる財源確保（入学者確保）と共に業務の合理化・効

率化のため様々な方策を各段階において検討を行い実施した。

⑤ 顧問（コンサルタント）からの大学の直面する諸問題点等に対する指摘、改善方策の教示

及び指導を参考として、経営改善に資する諸策の検討を行い実施した。

⑥ 無期労働契約への転換、働き方改革等の国の施策に基づく法人としての方針・方策を踏ま

えた教職員人事を行い、必要に応じて人材派遣スタッフを活用した。

(3) 予算編成

① 以上を踏まえた中長期経営計画実行のための予算編成及び予算措置を行った。

② 予算積算においては、厳しく積算することから教育・研究・運営・施設設備等に係る追加

的重点事項・突発的事項に対応するため、相応の学長裁量費の計上を行った。

③ 2020 年度予算においては、前年度に入学者確保目標数以上の学生を確保できたところで

あるが、重点事項への予算措置、消費税増税等から 2019 年度同程度を原則とする選択と

集中に基づく編成を行うものとし、予算積算書類提出後原則として前年度予算を上回る

部署に対して予算ヒアリングを実施し精査した。

④ 一層の経費削減のため、業者･物品・サービスの検証・見直等を行い定めた｢相見積もり

に関する申合せ事項(2019 年 10 月 16 日)を順守した。

⑤ 収入増加策として、高速バス乗車券の委託販売等の事業を推進し、手数料収入の増加を

目指したが、コロナ禍において高速バスの運行休止・減便等により利用者がいなかった

ことから、増収に繋がらなかった。

⑥ コロナ禍に係り、学生の自宅でのネット接続環境整備を目的とした「自修環境整備補

助」として学生一人当たり 5万円を支給したため、補正予算で対処した。なお、5月連休

前までに対応したことから、保護者からの学費返還を求める声はほぼ無かった。

□ 教育・研究の概要

(1) 建学の精神：ミッション
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キリスト教精神を基盤とした山梨英和大学は、校訓である「敬神・愛人・自修」のもとに、

「他者とともに生きる」、「他者とともに在る」大学として、次のような資質を持った地域

に根ざした「よき隣人」の輩出を目指す。

① キリスト教精神に基づき、地域住民を中心としたすべての人の「こころ」に寄り添い、様々

な境遇にある隣人のすべてを愛し、助け合うマインドセットを持っている。

② 地域の中で自身が果たすべき役割の具体像を持ち、そのために必要な知識やスキルを自

ら発見し、生涯にわたって磨き続けることができる。

③ 地域に押し寄せるグローバル化に適応し、主体的な参加、責任を持った行動ができるグロ

ーバルシチズンシップを持っている。

(2) 教育研究目的と方針

(ｲ) 大学

〇 ビジョン

山梨英和大学は、真に国際的な大学となることを目指す。それは、様々な国や地域から学

生を受け入れることだけではない。本学は、国籍や民族の違いを超えて、常に国際的な視点

でものを考えるとともに、自らの立脚点をしっかりと見据えて地域社会と密接に連携しつつ、

キリスト教精神に根ざした深い人間理解のもとに、世界の平和と安定のために活躍する人材

を輩出することを目指す。

人間文化学部人間文化学部は、人間は生物学的には「ヒト」として生まれ、文化に育まれ

て「人間」になる。高度に発達した「文化」のある生き物は人間のみである。一方で、「文

化」のない人間存在はあり得ない。現代は、様々な国や地域で発達した文化が、あるいは融

合し、あるいはより独自に発展しつつ、グローバル化している時代です。こうした時代にあ

って、山梨英和大学人間文化学部においては、人間文化を理解する基礎基本を学ぶべく、言

葉の理解と表現方法の習得、情報の伝達手法（コミュニケーション能力）の習得、人間の心

の理解などを幅広くかつ深く学び、極めることを目指す。これらを包括する名称として「人

間文化学」を掲げ、人間文化学部人間文化学科（一学部一学科）を設置する。

〇 ディプロマポリシー

「人間文化学」のカリキュラムにおいて所定の単位を修めることにより、次に示す能力や

資質などを備えた学生に対して卒業を認定し、学位を授与する。

1. 人間文化学に関わる幅広い教養と体系的な知識を修得し、多面的・論理的な判断に基づ

いて課題解決に取り組むことができる。

2. 他者を理解しながらさまざまな手段で自らの考えを表現し、円滑なコミュニケーショ

ンをはかることができる。

3. 多様な文化や価値観を受け入れ、キリスト教教育によって培った倫理観をもって地域社

会の発展に貢献できる。

〇 カリキュラムポリシー

1. 1・2年次で中心的に学ぶフルーエンシー科目群 (2020 年度カリキュラムでは基礎科目)

では、キリスト教の精神を学ぶ科目、自己理解・他者理解のための科目や地域社会を理

解するための科目（2020 年度カリキュラムでは基礎ゼミナール（1年次必修）・展開ゼ

ミナール（2年次必修）を設けた。）に加え、人間文化を理解するための基盤となる創

造性・協調性・コミュニケーション・ICT などの高度な活用能力（フルーエンシー）を

実践的に身につける。

2． 2・3年次では修得したフルーエンシーを基盤とし、人間文化学を形成する次の 3つの

専門領域を体系的に学ぶ。

・サイコロジカル・サービス領域：「こころ」を理解し「ひと」を支える心理の専門家を

めざす。

・グローバル・スタディーズ領域：グローバルな視点から日本と世界を見つめ、真の国際

人をめざす。

・メディア・サイエンス領域：ICT を駆使して新たな価値を創造するクリエイター、イノ

ベーターをめざす。
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3. 3・4年次では、領域専門ゼミナール（3年次）・卒業プロジェクト研究（4年次）

（2020 年度カリキュラムでは専門ゼミナール 1・2（3年次）・専門ゼミナール 3・4（4

年次））などに代表される、専門領域を深く追究する科目を学ぶとともに人間文化学を

横断的に学ぶための領域融合科目を学ぶ。

4. さらに、4年間をとおして幅広い教養を身につけたり、自己を磨いたりするための科目

として「オープンラーニング科目」（2020 年度カリキュラムではオープン科目）を設

ける。また、キャンパスの内外を学びのフィールドと位置づけ、学外での学修活動をも

推進すべく 4学期制を導入した。授業においてはフィールドワークやアクティブラーニ

ングを積極的に取り入れ、カリキュラム全体で学生主体型の教育を行い、さまざまな分

野でのフルーエンシーを醸成するようになっている。

〇 アドミッションポリシー

山梨英和大学は、「敬神（神を敬い）、愛人（人を愛し）、自修（自らを修める）」を校

訓としている。キリスト教精神に基づく建学の精神に由来するこの校訓と今という時代にお

ける大学のあり方に対して真摯に向き合い、地域に根ざした大学として教育・研究活動を行

っている。本学では次のような学生を積極的に受け入れる。

1. 奉仕の心をもって、地域や国、さらには世界の発展に貢献したいと考えている人

2. 文化や言語のちがいを越えて他者を理解し、ともに学ぼうとする意欲をもつ人

3. 主体的に学ぶ姿勢をもち、地域はもちろんのこと地球規模の課題にも積極的にチャレン

ジする人

4. 本学の学習に対応できる基礎的な学力を有する人

〇 2020 年度カリキュラムに係る方針・教育の概要

新カリキュラムは、理想型としての「キリスト教の英和」、「リベラルアーツの英和」、「専

門性ある教養人の育成」を目指すため、全てにおいて「選択（無駄の排除）と集中（中核へ

の注力）」の原則を貫き、次に基づき山梨英和大学をより素晴らしい大学にするために情報を

共有しつつ改革の途を邁進する。

1. 伝統と文化と特色のある山梨英和大学で学ぶことに誇りと自信をもつ学生を育て、「英

和人（えいわびと）」としての自覚を持って卒業して行けるようなブランド力を醸成す

る。

2. 「ゼミの英和」を実現する。全ての学生がどの年次においても必ずいずれかのゼミに所

属する体制（1年生基礎ゼミナール、2年生展開ゼミナール、3年生専門ゼミナール 1・

2、4 年生専門ゼミナール 3・4、特段のケアが必要な学生に関しては、別途検討する。）

を確立する。既に、山梨英和大学に対して面倒見の良い大学という高い評価がなされて

いるが、これをカリキュラム上でも実現する。

・ 基礎ゼミ（1年生）は、2019 年度に実施されている基礎ゼミの運営を踏襲しつつ、2020

年度コロナ禍への対応も踏まえ 2021 年度シラバスを見直し改善した。

・ 展開ゼミ（2年生）は、基礎ゼミと専門ゼミとをつなぐ要であるばかりか、キャリア教

育を担う重要な役割も担う科目へと発展させる必要がある科目であるため、2021 年度

開講開始へ向けてシラバスを新規作成した。

・ 専門ゼミ 1・2（3年生）は、最低 5名以上 10名までで編成し、原則、全ての専任教員

が担当する。2年次の秋学期に、「ゼミナール希望届」（仮称）を提出し、そこに、3年

次以降で勉強する予定の課題に関して 200 字くらいの説明と、第 1 から第 6 までゼミ

の希望を記入するものとする。課題と希望が勘案されて、ゼミの所属が決まる。

・ 専門ゼミ 3・4（仮称）（4 年生）は、基本、3 年の専門ゼミの持ち上がりとする。4 年

次での変更は、「ゼミナール変更願」（仮称）の提出をもって検討される。なお、卒業

制作（8単位）の提出そのものは、選択制とする。卒業制作の非選択者は、8単位分の

科目を履修するものとする。

3. 特別プログラムとしては、「英語強化プログラム（英語嫌いの学生を無くしつつ、学生た

ちの英語への学習意欲を促進する。）」、「日本語教師養成プログラム（社会からの喫緊の

要請）」、「ICT プログラム（全ての人にとって必須のスキル）」、「山梨学プログラム（地
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域創生に関する地域貢献活動の展開、地域イベントのコーディネーター・リーダーの輩

出を目指す。）」、「司書課程プログラム」、「公認心理師課程プログラム」とした。これは、

2年次から始まる緩やかな科目群制度とし、卒業時迄に概ね 24〜26 単位を目途に履修を

推奨する。ただし、学生の振り分けや、プログラムへの所属は行わない。

4. より良い進路指導と就職のためのキャリア教育として、2年次必修科目である「展開ゼ

ミナール」シラバスへキャリア形成に関する項目を追加しカリキュラムに組込んだ。

5. 海外留学生の受け入れの強化と海外への留学に注力する。このためには、日本語教育を

充実する。2020 年度はコロナ禍の影響により海外派遣及び受入が困難であったため、引

き続き対応を検討する。

6. 国際交流や地方連携を視野に入れたブログラムや科目の充実を図った。

7. その他

① 2020 年度 4月より、新カリキュラムを年次進行で導入した。

② 教育・研究においてより大きな効果を引き出すために、学年暦を春学期・秋学期各 14

回授業とし、それぞれの授業時間を 95分とした。

③ 時制（いわゆる時間割）については、朝 9 時開始、各時限 95 分、休み時間 10 分、昼

休み 50分とする。なお、チャペルアワーについては、毎日 10:40 から 11:00 まで各 20

分確保しているので週単位で考えれば 25分間延長となる。

(ﾛ) 大学院（人間文化研究科 臨床心理学専攻）

〇 ビジョン

現代は、多くの人たちが高度に発達した科学技術文明の恩恵を享受する一方で、人の精

神的営為との齟齬が表面化することによる社会不安が増幅している時代でもある。山梨英

和大学では、こうした認識に基づき「人間の心理」を学問的に探求するのみではなくきわ

めて具体的に「心に悩みをかかえている人」への支援を実践する人材を養成すべく、大学

院に臨床心理学専攻を設けた。 大学院に臨床心理学専攻を有する大学は、山梨県内におい

ては本学のみである。心のケアが今後ますます必要とされる時代にあって、本専攻の存在

意義や社会からの要請はさらに大きくなっている。本専攻が、大学院人間文化研究科の専

攻として位置づけられていることは、臨床心理学という研究分野が「人間文化」とは決し

て切り離すことができないことを意味している。人間文化についての深い理解なくして人

間の心を深く理解することはできない。

〇 ディプロマポリシー

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、臨床心理の専門家を養成す

ることを第一義とするカリキュラムにおいて所定の単位を修得し、かつ、修士論文の審査

及び最終試験に合格することにより、次に示す能力や資質などを備えた学生に対して修士

課程修了を認定し学位を授与する。

1. 本大学院修了後にも学ぶべき課題を持ち、学び続ける自発的な向学の姿勢を有する。

2. 個人にも集団にも目を向ける対人姿勢を備え、人間に対する尊敬の念、謙虚さと誠実

さをもって人を活かしつつ関わるという対人援助を自らの役割として心得ている。

3. 医療、教育、産業、福祉、司法など、どのような臨床領域においても適切な援助や介

入のあり方を判断し、地域の専門機関と連携をしながら、実行する実践力を有する。

4. 心理学の方法や観点に基づいて職場内の課題を調査研究し、解決への提言を出すこと

ができるような知識と方法を有する。

5. 学校や地域や企業などにおいて、予防のために心の健康の重要性を教育する力を有す

る。

6. 臨床家としてのあり方の背景にキリスト教精神に基づく死生観を持ち、特に「緩和ケ

ア」、「高齢者援助」などの死に直面する課題に対する臨床的関わりの中にそれを活

かすことができる。

〇 カリキュラムポリシー

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、教育目的を達成するために、

大学院設置基準、日本臨床心理士資格認定協会の「臨床心理士第 1 種指定大学院」として
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の指定条件並びに公認心理師法に基づく公認心理師法施行規則第 2 条に定める科目条件を

満たすとともに、学部における学びとの連続性を図るよう教育課程を編成している。

1. 開講科目は、主要な知識を技法論と共に学ぶ「基幹科目」、専ら臨床実践に習熟する

ための「臨床科目」、調査・研究のための手法を学ぶ「研究科目」の 3 つの科目群に

より編成する。

2. 臨床心理学は実践の学であることから、多くの理論的科目においても実践的技法と関

連づけて学ぶことができる授業を実施する。

3. 学生が実社会と接して問題を発見し、文献や資料を検索して調査・検討したものを報

告し、教員と討議できるよう、主体的に参加する授業を実施する。

4. 多面的に展開して領域全体を広く展望できる授業と人の心を深く探求することで個人

の特殊性の理解を目指す授業を実施する。

5. 実践家としてのみならず、研究者として実社会において活躍できるよう、課題の発見

や研究の遂行を可能とする研究法に関する知識を提供する。

6. キリスト教信仰に基づく隣人愛や人間存在を尊重する倫理観が、臨床家としてのあり

方に反映することを目指した授業を実施する。

〇 アドミッションポリシー

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、キリスト教精神による人間

形成、社会への奉仕という建学の理念に基づき、臨床心理学的支援を実践できる高度な専

門的職業人の養成を教育目的とする。 この理念・目的に共感する、次のような人たちを国

内外から広く受け入れる。

1. 人間の心の問題の研究を通して、真に役立つ「心のケア」のあり方を探求するととも

に、自己研鑽を深めつつ他者の心を支えようとする姿勢を持ちたい人

2. 本大学院が提供するカリキュラムにより身につけた知識、技法、対人・対社会態度、

共感的理解力を活かして、臨床心理士または公認心理師の資格を取得し、専門的職業

人として社会に貢献したい人

3. 本大学院が提供するカリキュラムによる自己研鑽を通して、臨床心理の専門家に期待

される業務のみならず、自発的に課題に取り組み、研究し、提言することができる社

会的スキルを備えたい人

4. キリスト教精神に根ざした考え方を基盤として建学の理念を具現化するため、「精神

的に他者と共に在る隣人愛」を実践したい人

□ 事業計画

(1) 重点事業

(ｲ) 2020 年度カリキュラム移行

大学中長期経営計画実行委員会（カリキュラム検討委員会・新カリキュラム実務委員会）

からの報告・提案等の承認を踏まえ、2020 年度カリキュラムの方針・教育の概要に基づき、

カリキュラムの移行を行っている。（新カリキュラムへの移行に関して作業検討部会等にお

いて十分な協議・検討・調整を行った。2021 年度以降はカリキュラム検討委員会ではなく教

務委員会において対応する。）

(ﾛ) 英語教育

大学中長期経営計画実行委員会（英語教育改革検討委員会）からの報告・提案等の承認を

踏まえ、カリキュラム改革と連動し、英語運用能力の飛躍的な伸長等をめざした英語教育の

充実を行った。

「英語の英和」英語嫌いの学生を無くしつつ、学生たちの英語への学習意欲を促進する。

とりわけ、「英語強化プログラム」によって、教養に溢れた、意識の高い学生を社会に送り出

したい。

(ﾊ) メイプルカレッジ

大学中長期経営計画実行委員会（メイプルカレッジ改革検討委員会）からの報告・提案等

の承認を踏まえ、立教セカンドステージ大学と協働・連携した社会貢献講座を核として、ニ

ーズに沿った講座の質的向上を図るためゼミ及び寄付講座（第 5 回甲州市おもてなし講座）
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を開講した。金田一秀穂氏講演会（コロナ禍のため中止）・セミナーの積極的実施に向け協

議・調整を行ったが、開催するに至らなかった。新規事業の社会貢献活動サポートセンター

設立、オンライン講座開講は、県内の生涯学習機関の中でも先進的な取り組みであった。

(ﾆ) アセンブリー

大学中長期経営計画実行委員会（アセンブリー検討委員会・アセンブリー実行委員会）か

らの報告・提案等の承認を踏まえ、新入生が大学になじみ学業に励む体制を築くことができ

るアセンブリーを行う予定だったが、コロナ禍により実施ができなかった。

(ﾎ) 日本語教育

中長期経営計画に掲げたグローバル化への取り組みを強化（①海外からの留学生の全入

学生に対する比率を 3 年後に 30％とする。②海外からの留学生に対する日本語学習を強化

するため日本語教員の増強を図る。③海外からの留学生寮の建設・学外の篤志家による地域

ホームステイの促進を図る。④海外への留学生を毎年度約 150 名、5年間で全員にグローバ

ル化のための体験留学を図る。⑤2017 年度に新設された国際交流室を充実し、専任職員を

配置し、予算も強化する。）については、コロナ禍もあり進展させることが出来なかった。

今後引き続き、改革案の協議・検討を進めたい。

(ﾍ) 図書館（情報メディアセンター）本来業務

大学中長期経営計画実行委員会（情報メディアセンター改革検討委員会）からの報告・提

案等の承認を踏まえ、図書館本来の業務に加え、下記の事業を行った。

1. 学生への学習支援

(1) コロナ禍による遠隔授業に伴い、自宅でも対応可能なサービス提供を行った。

① 「情報提供サイト」の開設（資料検索可能なツールやサービス・レポートの書き方の紹

介）

② 郵送での貸出

③ おすすめ本紹介

④ レファレンスサービスの充実

(2) LIKE 活動（オンライン読書会、ビブリオバトル参加）

(3) 図書館利用促進活動（ブックスタンド設置、ゴガクシネマ、オリジナルブックカバー・

しおり作成、Instagram 開設）

(4) 環境整備

① 耐震対策用の書架落下防止テープの設置

② ベンチ修繕・書架移動等の模様替え

③ コロナ禍に係り、入退館管理を非接触で行う対応等

④ ILL（図書館間相互利用）

⑤ レファレンスサービスの充実

2. 研究者の活動に即した支援

『山梨英和短期大学紀要』、『山梨英和大学紀要』J-Stag（独立行政法人科学技術振興機

構が運営する電子ジャーナルの無料公開システム）搭載

3. その他

(1) 山梨県図書館読書推進活動への参加（山梨県図書館協議会委員・読書推進活動サポー

ター）

(2) 2021 年度開催予定の全国図書館大会へのサポート

(3) 他図書館との交流

(ﾄ) 就職支援

大学中長期経営計画実行委員会（（就職活動・支援体制改革検討委員会）からの報告・提

案等の承認を踏まえ、就職支援の充実及び新企画の実施を下記のように図った。

1. 支援体制の構築

4 月に旧学生サービス部から進路部として独立し、10 月には新規職員 2名を加えて、担

当長 1・次長 1・係員 3・キャリアコンサルタント 1 の全 6名の構成となった。（キャリア

コンサルタントの有資格者は計 3名）。

また、研究棟 2 階に進路部スタッフが常駐し、学生への指導支援を行う進路室を設置し
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た。さらに進路部会議を隔週一回、対面および Meet で実施し、進路全般の方針や指導方法

について協議し、進路内定状況等について分析し、情報を共有した。また、進路部メーリン

グリストを活用し迅速な情報の交換と対応を心がけた。

2. オンラインシステムの構築と整備

3 つのオンラインシステムを使って、業務を合理化・効率化し、コロナ禍への対応も図

った。全学生がモバイル PCを貸与されているので、オンラインによる遠隔指導の構築が円

滑に進んだ。

① 進路指導支援（基本プラットフォーム）…Google Classroom・Meet

② 進路情報管理（学生情報・求人票等） …キャリタス UC

③ 就職活動情報（就活イベント・講座等）…マイナビ

3. 就職指導のグループ化と個別化

3年次就職希望学生を三十数人ほどのグループに三つに分けて、それぞれ Classroom を

設置し、特に履歴書作成について、講座による一斉指導とグループによる個別指導を行った。

一人ひとりの学生に対して、指導者と学生でファイル共有可能な Google ドキュメントを

使って助言や添削をするなどきめ細かく指導し、学生の記述力を向上させた。

4. 対面・遠隔併用の個別相談

コロナ禍への対応のために、予約サイト（Air Reserve）を導入して、オンラインで予約

できる体制を築いた。学生の希望によって、Meet を使ったオンラインの遠隔相談と進路室

での対面相談を併用している。

5. 民間企業・公務員教養試験対策講座の設置

民間企業や公務員の教養試験対策のために、LEC によるオンライン講座の内容や受講を

改善したところ、52 名の学生（昨年度 8 名）が参加して、言語や数的処理能力、専門事項

についての知識やスキルを高めた。

6. オンライン企業説明会の実施

コロナ禍へ対応するために、これまで対面で実施してきた本学主催の合同企業説明会を

Meet を使ってオンラインで開催した。27社の企業の協力を得て、60名ほどの学生が参加し

て、学生の企業についての理解を深めた。

7. 3 年次保護者対象説明会（オンライン）の実施

3 年次保護者対象の進路説明会を Meet を使ってオンラインで開催した。60 名ほどの保

護者が参加して、進路のシステム、就職指導の方法についての保護者の理解を深めた。参加

できなかった保護者には記録動画を提供した。

(ﾁ) ① 「地（知）の拠点整備事業」（COC+）

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）については、2020 年度に独立行

政法人日本学術振興会から、「計画どおりの取組が行われ、成果が得られていること

から、本事業の目的を達成できたと評価できる。」（総括評価 A）との事後評価を受け、

事業を終了することができた。また、やまなし未来創造教育プログラムにおいて本学

が幹事大学を務める CCRC コースでは、本学から 2 名の学生が修了を果たし、コロナ

禍拡大により調整には困難を極めたインターンシップ（CCRC）は、甲府市情報発信課

（移住定住担当・こうふコンシェルジュ）の協力により、7名の学生が 2回の講義と

甲府市役所での移住相談会（オンライン）の見学及び成果報告会に参加した。子育て

支援コースでは、感染症予防への十分な対策を策定するために実施時期を遅らせたも

のの、3名の学生があんふぁんねっと（南アルプス市）と子育て支援えいわ（笛吹市）

でほぼ例年通りの内容のインターンシップをおこなった。また、事業終了後も、引き

続きやまなし未来創造教育プログラムのコース修了に向けた科目を整備・維持し、

2021 年度からは本学の新カリキュラムにおいて本格的に始動する「山梨地域コーデ

ィネーター養成プログラム」と連動させていく。COC+事業を通し、地元他大学や自治

体、企業との連携が強化され、多様な連携体制の構築が図られたことにより、地元中

小企業等との小規模な「合同企業ガイダンス」の機会を設ける等、事業の成果を発展

的に継続させると共に、地元関係企業への就労支援を進めている。
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② 「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業」（事業通称名：COC+R）

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」の後継事業である「大学に

よる地方創生人材教育プログラム構築事業（事業通称名：COC＋R）」については、2020

年、山梨県立大学が事業責任大学となり、山梨大学及び本学並びに山梨県等が参画し

て申請し、全国 20の応募の中から 4事業が採択された（事業名：「VUCA 時代の成長戦

略を支える実践的教育プログラム」、事業期間：令和 2（2020）年度から令和 6（2024）

年度）。この事業は、地域の知の拠点としての大学、自治体、地域の企業等が協働し、

地域が求める人材を養成するための教育改革を実行するとともに、出口（就職先）と

一体となった教育プログラムを実施することで、若者の地元定着と地域活性化を推進

しようとするものであり、特に、本プログラムでは、混沌とした時代を越境する力を

持った地方創生人材の育成を図ることに重点をおいている。具体的には、山梨県立大

学にて地域資源を活かした新たな価値を創造する人材育成を目指す 2 つのコース（観

光、地域づくり）を令和 3（2021）年度から、令和 4（2022）年度からは、さらに 2つ

のコース（ビジネス、医療・福祉）がスタートする予定であり、本学は、参加大学と

して 5 年間を通じ事業費の配分を受け、学生等のコース履修に向け、学内体制等の整

備を図っている。また、採択された事業選定大学（信州大学、山梨県立大学、岡山県

立大学、徳島大学）から信州大学が幹事校となり、4 事業の取組レポートを発信する

WEB サイトを構築する等、新たな形による展開が期待される。

(ﾘ) 大学基準協会による認証評価への取組

① 公益財団法人大学基準協会における認証評価結果における、各基準の概評及び提言

（改善勧告1件・努力課題4件）を真摯に受け止め、PDCAサイクル等の方法を適切に機

能させることによって、引き続き必要な改善を推し進める。なお、改善勧告（収容定

員変更）、努力課題（履修登録上限設定・編入学定員変更・財政計画策定・内部質保

証）については、概ね改善が行われた旨の改善報告を2019年7月26日付けで行った。

② 2019年 7月26日付けで提出した改善報告書に対する大学基準協会における改善報告書

検討結果（2020 年 4月以降）及び次期認証評価（次回提出期限 2023 年 3月／現行の第

3期認証評価における大学評価では、これまで以上に内部質保証が重視される。）を踏

まえ、PDCA サイクル等の方法を適切に機能させた内部質保証システムの確立のために

必要な対応（改革・改善）を推し進めるものとしたが、コロナ禍拡大に伴い、十分対応

できなかった。

(ﾇ) 学校法人運営調査委員による調査結果への取組

調査時の指導・助言事項である「設置する大学の学生確保に向けた対策を立案し着実に

実施すること。（改善状況が不十分とされ 2019 年 6 月 28 日付けで再度の改善報告書を提

出）」を踏まえ、着実に学生確保のための諸策を計画・立案・実行する。なお、2019 年 11

月 25 日付け調査結果通知において、その他の意見として「設置する大学の学生確保に向

けた対策を立案し着実に実施すること。」が付され完結した。

(ﾙ) 令和元年度私立大学等経営強化集中支援事業への取組

2019年 7月 26日付けで申請した進捗状況表において令和元年度取組予定分として記載

した諸項目の進捗管理等（学生募集、中途退学者の減少、SD・FD や教職協働、経費削減、

その他（英語教育・カリキュラム、メイプルカレッジ等の改革、留学生満足度向上、COC+

目標達成、社会貢献講座等の実践等））を適切・適格に行い、実施計画及び目標数値の実

現に努力し、引き続き令和 2年度についても補助金の交付を受けることができた。

(ｦ) 組織改革

① 大学中長期経営計画実行委員会（各検討委員会）からの報告・提案等の承認を踏まえ、

その実現・実行に必要な組織改革（図書館機能の充実を含む。）等を行った。

② 大学ガバナンスとしての学長のリーダーシップの確立の観点を踏まえた、一層の組織の

効率化、強化等を図った。

③ サーバーコンピュータシステム等全般の総括管理（パソコン、ネットワーク等の管理・

運営・運用・セキュリティ等）体制の実現・実行に必要な組織改革等を行った。
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(ﾜ) その他

山梨市と山梨英和大学との包括的連携

山梨市と地域の振興に寄与するとともに両者の有する人的資源及び物的資源等を相互

に活用しながら地域の課題に適切に対応し、文化・産業・医療・教育・学術等で協力する

こと等を目的として、包括的連携に関する協定内容に合意したため、3 月 17 日に協定書

の締結を行った。

(2) 人事

① 2019 年度以降の財政状況等を踏まえ、教育の質的維持を図ることを前提として、社会的な

要請等を考慮し慎重かつ厳格に行った。

② 退職教員の補充人事（経済・経営系教員・マル合教員）及び留学生に対する日本語教育の重要

性から 2020 年度末退職予定である日本語教育・国語教育系教員の引継ぎのための前倒補充

人事（2020 年度特任教員 2 名採用予定）以外については、教育の質維持とのバランスを見極め、

対応した。なお、宗教主任人事については、理事会（宗教主任選考委員会）主導により厳格に行

った。

③ 今後の教職員人事については、職員人事の方針（2018 年 12 月 21 日臨時理事会決定）・働

き方改革への対応（2019 年 3月 22 日理事会決定）・同一労働同一賃金への対応（2019 年度

内決定予定）等の国又は本学院の人事施策を踏まえ、本学及び地方大学をめぐる厳しい社

会状況を考慮した上で、本学にとって有為な人材を確保すべく努力した。

(3) 諸方策の検討、実施

① 引き続き、顧問（コンサルタント）2名・顧問 1名（英語教育）の助言・指導を仰ぎ、学生

確保・補助金確保の方策、諸改革・改善策等の協議・検討を行い実行した。

② 諸方策の実施に必要となる経費については、人件費（諸手当等）を含む諸経費の見直し又

は特定預金の取り崩しによって捻出するものとした。

③ 令和元年度私立大学等経営強化集中支援事業に係る諸計画の進捗管理（中途退学者の減

少、SD・FDや教職協働）を適切・適格に行った。

□ 学生募集関係

① 厳しい財政状況ではあるが、2019 年度の入試・広報を精査・検証の上継続・充実し、より

効果的・集中的に広報を行うために前年度同程度以上の予算措置を行った。

② 留学生確保のための日本語学校等の指定校の拡大、留学生専用 WEB への掲出、留学生募集

業務委託業者による新規開拓等を進めると共に受入れ体制の整備・充実を行った。

③ 成績優秀者の歩留まり確保の対策として、新規に学費全額免除のエクセレント特待生制度

を設けた。

④ 家計基準による S 種給付奨学金を従来は指定校推薦にのみ適用したが、コロナ禍拡大に係

り、経済困窮の社会的状況を鑑み、指定学校推薦型選抜のみでなく、学校推薦型選抜、相互

型選抜、一般選抜及び大学入学共通テスト利用選抜に対象を拡大した。

⑤ 志願者獲得のため入学金免除制度に昨年度から卒業生の子・孫・兄弟姉妹、在学生の兄弟

姉妹を対象として加えたことに一定の効果があったことから継続して広報を行った。

⑥ 資格等特待生制度を昨年度から実施して、特に英語の資格試験取得者の入学を一定数確保

できたので継続して広報を行った。

⑦ 高等教育無償化の動向等を踏まえ、必要に応じ奨学金制度の見直しを行っている。2020 年

度は新型コロナウイルス感染症の影響における学生支援が急務だったため、「災害被災学

生特別奨学金」を準用した「新型コロナウイルス感染症に伴う特別奨学金」を新規設定し、

経済的に修学が困難となった学生へ対応した。

⑧ コロナ禍拡大に係り、来校型および対面型イベントは中止を余儀なくされ、次の代替企画

を実施した。

(a) 模擬授業等の動画制作と配信により、本学の学びの周知を行った。

(b) Virtual Open Campus でホームページ上に大学紹介、進路支援、キャンパスツアーな

どの動画を掲載し、オープンキャンパス当日は、Live で OC スタッフ学生と online Talk

を企画実施した。
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(c) Personal Open Campus として、事前予約による 5名以下の来校企画を、感染拡大防止

対策を徹底した上で、高校 3年生のみ対象に実施した。

⑨ 2018 年 7 月改定の財務計画書（2018 年度を予算に基づき訂正）に掲げる 1 年次入学生、

2019 年度 140 人、2020 年度 145 人、2021 年度 150 人（各年度 3年次編・転入生 35人）を

最低目標とし、2019 年度は 177 人、2020 年度は 170 人の入学者を確保した。2021 年度に

ついても全教職員が一丸となり、効果的な学生募集活動に取り組み、最低目標は死守する

ものとする。

⑩ 大学入試改革への対応

2020 年度からの大学入試については、これまで以上に多面的・総合的に能力を評価す

る入試への転換が掲げられ、学力の 3要素と呼ばれる「知識・技能」「思考力・判断力・

表現力」「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度（主体性・多様性・協働性）」

をバランスよく評価することが求められることから、本学入試では、①名称を変更して、

一般選抜、学校推薦型選抜、総合型選抜とする。②総合型選抜にプレゼンテーション、資

格取得、小論文を組み入れ基礎学力を評価する。③学校推薦型選抜に小論文を課して基礎

学力を評価する。④一般選抜で調査書を評価することで主体性等を問うこととする。⑤一

般論として、一般選抜では、主体性等を評価するための面接の導入、調査書の点数化やポ

ートフォリオや志望理由書の提出等の検討があり、また、総合型選抜、学校推薦型選抜で

は小論文、プレゼンテーションや共通テストの利用など基礎学力も問うことが求められて

いるので、2021 年度入試の実態を精査して継続して検討するものとした。

なお、大学入学共通テストにおける英語民間試験の導入及び国語と数学の記述式問題の

導入が見送りされたこと等を踏まえて対応するものとした。

□ 施設・設備関係

(ｲ) 教室・図書館関係

① 303 教室（情報処理教室）及び 304 教室（CALL 教室）その他の遊休教室・部屋について

は、2020 年度カリキュラム改革（学年暦・授業回数・時制の変更・ゼミナールの必須化）

に対応した教室整備の必要性から、財政状況等を総合的に勘案し計画的に普通又は特別

教室に転用又は改修を行うものとし、閉鎖していた 304 教室（CALL 教室）を安価な費用

で 2020 年 1 月までにコンセント教室（50 席分）へ改修を行い、2020 年度の授業に備え

た。引き続き、遊休教室を必要に応じて、改修等の検討を行うものとした。

② 全学生へ貸与している情報端末機については、2020 年度入学者からその購入・貸与・管

理・補償等の方法を抜本的に見直し、学生の利便性・教育効果の向上・事務管理の効率化

を図ったが、コロナ禍拡大に係り、納期が 3 箇月程度遅れ、2020 年 5 月末に配付するこ

ととなった。また、監査法人の助言を踏まえ、故障又は返却された情報端末機及び附属品

等の学内外での売却については、2020 年度は行わずに、原則として 3 年次編入生へ配付

することで対応した。

③ Zコモンズ（図書館）については、カーペットの交換を行った。

(ﾛ) 研究棟関係

各教員研究室、共同研究室及び会議室等の既存天井埋込型空調機については、2015 年

度から部品が手配できないこと、既存機器の後継機種を導入した場合 1部屋 1台当たり

100 万円を超えること等から、2016 年度以降、設置費用が半額以下である既存機器と同程

度の機能を備えた家庭用エアコンで代替し、利用可能な部品を各教員研究室設置の既存機

種の保守部品としで流用する方策を 2020 年度も講じた。

(ﾊ) 食堂・コンビニ関係

① 食堂において「こども園」の昼食も調理していることから、食堂については、経年によ

る支障、故障が生じている厨房機器、施設、設備等について、こども園の理解・協力を

得て、適切に管理・修繕を行った。なお、大学の学生食堂は、感染拡大防止のため、

2020 年度は休業とした。

② 学内に設置している売店（コンビニエンス・ストアー）については、運営業者の赤字撤

退申出により、2019 年度から必要な施設設備の改修及び差益損失の補てん・利益保証の
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拡充等により別業者による継続的な運営を行うこととしたが赤字幅が増大したことか

ら、運営の継続を含め協議・検討するものとしたところであるが、感染拡大防止のた

め、2020 年度は休業としたことから、改めて協議・検討するものとした。なお、大学と

しての売上増加への協力（事務用品、日用品等の購入等）については、2020 年度は休業

したことから、行わなかった。

(ﾆ) その他の設備関係

① 研究棟を除く全棟に冷暖房を供給している吸収式冷温水発生機が老朽化により、冷暖房

効率が悪くなっており、必要以上の燃料を消費するため、年次計画により部分的オーバ

ーホール等により適切に保守・管理を講じた。

② 経年による施設・設備の老朽化が進み、ここ数年で基幹的主要設備（火災報知器、放送

設備、上・下水ポンプ、キューピクル（変電設備）、浄化槽）の修理・交換を終えたが、

今後も突発的故障等への備えとして、できる限り、予算化を図り保守・更新を行うもの

とした。

③ 事務室の LED 化、トイレの改修・LED 化、一部廊下の LED 化が完了したことから、当面、

重点事業に係るものを除き、施設・設備の改修等を控える。また、不要な照明の消灯、

廊下等の照明の間引き等による節電、節水等に取り組んだ。

④ マルチメディアルーム及び CALL 準備室については、施設使用許可及び使用に関する確認

書に基づき、山梨英和学院関係資料の収集・整理・保管のために貸与しているが、前述

の教室整備の必要性から、法人と協議するものとしたが、感染拡大防止のため、遠隔授

業が主体となり、協議に至らなかった。

⑤ 無線 LAN 設備リプレースにおいても主導的に仕様書を作成し相見積により業者決定を行

い、2020 年 1月までに工事を完了し、テストランを経て、2020 年 4月から本格稼働し、

感染拡大防止に伴う遠隔授業等の一助となった。

① Windows７のサポート終了（2020 年 1月 14 日）に伴い、入れ替えた古い OSパソコンに

ついては、Windows７を Windows10 にアップグレードした上で、学生用としてコンセント

教室に改修した 304 教室（CALL 教室）へ設置した。

② 大学の顔である正門を校舎との統一感の観点から（株）一粒社ヴォーリズ設計事務所の助

言を得た上で、2020 年 10 月 15 日から正門整備工事を着工し、同年 12月 25 日に引渡しを

受けた新たな正門は、周辺の変化に対応した洗練された形に整備され、オープンキャンパ

ス等の来学者の好感向上に繋げることができた。

□ 今後の（中・長期的な）計画

「山梨英和学院中長期経営計画」、「中期実施計画書」及び「財務計画書」の着実な実行のた

め、進捗管理及び必要な見直しを行う。
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Ⅱ ⼭梨英和中学校・⾼等学校

〇 はじめに

中学校・高等学校で策定した中長期計画のⅠ期（2011～2015 年度）、Ⅱ期（2016～2020 年

度）の完成年度として、本校の基本理念であるキリスト教信仰を土台に生徒の主体性を育て

る教育改革を推進した。特に今年度は COVID-19 の感染拡大により学校閉鎖からのスタート

となったが、本校が 2011 年度から導入した先駆的な ICT 教育環境により、他校に先駆けて 4

月から 100％双方向型オンライン授業を実施し、生徒・保護者と繋がり、途絶えることなく

発信し続けることができたのは特記すべき点である。6月 22 日から年度末まで、登校しての

通常授業を実施できたのは非常に有難く、生徒のみならず教師にとっても、教育を再認識す

る良い機会となった。3月 18 日（木）には「探究発表会」を実施し、生徒たちが堂々とプレ

ゼンする姿を見て感無量であった。困難の多い一年であったが、Ⅱ期を完成するにふさわし

い締めくくりとなった。

□ 基本方針

1. Ⅱ期（2016～2020 年度）の基本方針

 教育理念：「敬神・愛人・自修」

 使 命：「他者のために、他者とともに」生きる女性を育てる

 ビジョン： キリスト教信仰に基づき、世界に貢献できる自立した女性を育てる

 基本となる価値観： 人間形成の確立・国際的な視野・社会貢献

 行動指針： 生徒自身が考え、行動する力を育てる

教師自らが研鑽を重ね、質の高い教育を行う

＜Yamanashi Eiwa Way より＞

2. 2020 年度の目標：

「論理的思考力を育てるⅤ」

～論理的に思考し、相手に伝え発信できる生徒の育成～

① 「敬神」 「礼拝を大切にする」
神と向き合う・自分と向き合う

他者と向き合う

② 「愛人」 「相手を尊重する」

学校行事や生徒会活動を通して、様々

な他者と真の人間関係を育む

コミュニケーション力・ディベート力

を身につける

③ 「自修」 「高い志を持って研鑽する」

夢の実現に向けて努力する社会に還

元できるように、自分の能力を高める

あきらめない強い精神力を育む

□ 教育関係

(1) 重点事業

① 探究型学習の強化

高校 1年「情報の科学」では、高校 1年全員を対象に、「問題解決」の単元として探究型学

習を実施した。並行して、修学旅行の事前学習として学んだ沖縄、長崎、韓国における戦争

の歴史について、動画を制作して他者に伝える取組を行った。

高校 2年「情報の科学α」においては、甲武信ユネスコエコパーク内の市町村を取り上げ、

SDGs（持続可能な開発目標）を念頭に置いた観光プランを作成し動画で紹介する取組を行い、
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観光甲子園に応募した。また、EdTech 導入助成金を活用し Life is Tech! Lesson を導入し、

ホームページ作成に必要な HTML と CSS を実践的に学び、プログラミングの知識・技能を身に

着けた。

高校 2年「情報の科学β」において前年度から続けている課題研究を更に発展させた。

環境教育の分野においては、自然科学部が富士山麓のハリモミ林の持続可能性について調

べた「富士山ハリモミ林の健康診断」、洗剤に含まれる成分をウキクサで分解する「ウキクサ

で世界を救え！」、スターリングエンジンを活用した発電装置の開発「廃熱で発電！?スター

リングエンジン！」などの研究を行い、校外で研究発表を行った。

中学段階では探究の素地を作る取組を実施した。中学 1年から 2年までは自由研究を実施

した。中学 3年では統計学習としてグラフを読みとり「わかったこと」「考えられること」を

言語化する授業を開発し実践した。

以上の成果は、3月 18 日の「探究発表会」で共有した。

② 英語教育の強化

全校で英語教育を強化した。中学は全学年で 2日間の英語研修を校内で実施し、英語でや

り取りし発表する力を育成した。1月には全校で English Week として英語学習に取り組み、

最終日に実用英語検定を受験した。

中学 3 年では、希望者を対象とするオーセンティック・ラーニングを導入し、英語のみを

使用した教材を用い、単語力を増強しながらリーディングの力を伸ばす取組を行った。

長年にわたり継続していたリーディング・マラソンの取組を、図書室と連携し、あらため

て中学・高校のすべての学年で実施できるように工夫した。

「読む」「聞く」「書く」「話す」の４技能をバランスよく育成するよう、授業から行事にい

たるまですべての局面で取り組んでいる。

③ 「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」

2011 年度から iPad を導入し、2017 年度からは導入学年を早め、中学 1年から高校 3年ま

での全員が iPad を個人所有し、教具として幅広く活用している。日々の授業に加え、中学

生は自由研究・職業学習・海外研修にも iPad を使用している。調べ学習、資料まとめ、プレ

ゼンテーション、プログラミング、探究課題など、活用の場面が多くなっている。

高校においても、日々の授業での活用に加え、修学旅行に関する事前学習や部活動での利

用も進んでいる。全ての学年で Classi を導入することにより、個人に合わせた使い方が広ま

り、高大接続ポータルサイト「JAPAN e-Portfolio」にデータ連携が可能となった。また、受

験サプリ（予備校の動画配信サービスアプリ）の活用等、個に応じた学習を進める環境が整

った。

④ 「国際教育の充実」SDGs 研修・SSH ドイツ研修など

新型ウィルスの感染拡大により、すべての海外派遣と受け入れプログラムを中止した。海

外姉妹校への短期、長期留学も見送りとなった。高校 1 年生の修学旅行韓国旅行団の生徒は

韓国梨花女子高校との文通プログラムを実施した。

⑤ 「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコスクールとして持続発展教育（ESD）の推進に取り組んだ。具体的には、環境、国

際理解、平和・人権を主な柱とし、SDGs を教材とした探究型学習、国際性を涵養する学習、

ボランティア活動、などを実施した。

重点事業①探究型学習の項で述べた中学における自由研究では、1 年でテーマを決める際

に SDGs を紹介し、地球規模の問題について学習した。高校１年「情報の科学」において探究

型学習を開始する際に、全体のテーマとして、地球規模の問題を概観し、批判的思考力を育

成する学習の教材として持続可能な開発目標（SDGs）を扱った。高校 2 年「情報の科学 α」

では、甲武信ユネスコエコパーク内の観光プランを開発する際に、持続可能な社会の構築に
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ついて考える機会を持った。

ボランティア活動としては、課外活動において、地域の高齢者に対する配食サービスの手

伝い、施設や学校とのオンライン交流演奏、フードバンク山梨への食品・カード提供を行っ

た。またクリスマス献金の取り組みとして、被災者・難民・盲導犬協会・キリスト教団体へ

の支援を行った。

⑥ 「限られた環境での生徒会活動」

2020 年度は、新型ウィルスの影響による変化の多い環境の中で、学校行事やクラブ活動・

委員会活動などを工夫しながら実施することができた。特に三密を避け、制限ある活動のな

かで改めて自分たちに何ができるのかを考え、悩みながらも活動することができた。また、

他者との関係を豊かに繋げることの大切さを改めて実感することができた。生徒会が中心と

なり、フードバンクへの食品寄付の回収や寄付だけでなく、コンタクトレンズの回収と配送

など、学校内にとどまらず、他者との関わりを深める取り組みを行うことができた。

⑦ 「生徒支援」

2012 年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ、それ以降、全体的に支援を必要とする

生徒が多くなり、プロジェクトが関わり、外部の助言なども受けながら悩みつつ取り組んだ。

引き続き専門家のご指導をいただき、研修会などを通して全教職員が基本的な知識を身につ

け学びつつ、一人一人の生徒・家庭に必要な支援を行っていく。

⑧ 中学校での教育

英語検定試験の結果から、全てのクラスにおいて英語コミュニケーション能力向上の成果

が見られた。理系科目強化のため、理科特別課外授業を行った。自学自習力の向上のためス

クールステイを実施した。また、3年生を対象に英語・数学・国語において、オーセンティッ

ク・ラーニングを実施し、上位者の思考力の向上を図った。

・英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

・英語特別研修【2日間】（中 1、中 2、中 3）

・理科特別課外授業【不定期木曜日】 20回実施

・オーセンティック・ラーニング【3ターム】

⑨ 高等学校での教育

高校 3 年では類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基

づき、それぞれの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。

・グローバルスタディーズクラス 3クラス

・スーパーサイエンスクラス 1クラス

⑩ 習熟度別授業

高校 1年では国語・数学・英語、高校 2年では現代文・古典・英語で習熟度を考慮してク

ラスター分けを行い、教育の質的向上を図りながら指導を行った。

高校 3年の 1クラスに習熟クラスを作り、教育の質的向上を図りながら指導を行った。

・高校国語（古典）：習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校英語：習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校数学：習熟度と人数を考慮して適宜分割

⑪ 教師の生徒理解・指導力等向上

学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

1） 校内研究会

年間テーマ『生徒を理解し、主体的に動かすために』
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・第 1回 新型コロナウィルス流行のため中止

・第 2回『生徒が主体的に活動する部活動』

関西大学 人間健康学部 神谷拓教授を講師に招き、部活動の考え方から生徒を主

体的に動かす実践方法まで学んだ。

・第 3回『ストレスマネジメント～生徒理解を深めるために～』

山梨英和大学 学生部 学生相談室 主任カウンセラー 設樂友崇先生を講師に

招き、ストレスとは何かからストレスを軽減する方法等を学んだ。

・第 4回『愛による価値教育、モラル教育』

山梨英和学院 朴憲郁院長を講師に招き、キリスト教学校の歴史から勤務する者と

しての心構えまで学んだ。

2) その他の校内研修

・教科会 研究授業の分析・検討

・教科会及び職員会議

中学：外部学力試験結果の分析・検討

高校：模擬試験結果の分析・検討

センター入試結果の分析・検討

3) 外部研修

・甲府ユネスコ協会報告会

・令和 2年度中北地区教育フォーラム

・聖隷クリストファー視察

・青山学院横浜英和・共愛学園視察

⑫ 授業評価、学校評価

様々な角度から評価・分析し、日々の授業・学校改善を行った。

⑬ 6ヶ年を見通した進路指導

6 ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし、進路についての目的意識を持た

せるとともに、それを実現するための学力の定着・向上を図った。

1) 6 ヶ年を見通した進路指導を明確にするため、「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・

配

布した。

2) 各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中 1：メイプルスクール、自由研究準備学習、学力推移調査、高 3合格体験談、Classi

スタートオリエンテーション

中 2：自由研究、職業学習、学力推移調査、高 3 合格体験談、Classi スタートオリエ

ンテーション

中 3：学力推移調査、進学適性検査・学力確認テスト、Classi スタートオリエンテー

ション

高 1：スタディーサポート、PROG-H 学習会

高 2：スタディーサポート、小論文講座

高 3：スタディーサポート、小論文講座、面接マナー講座、大学入学共通テスト出願

指導・自己採点指導

3) 学年ごとに親子進路学習会を開催し、学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

4) 長期休業期間を活用して、課外授業、補習授業等を行った。

・中学補習授業【夏季】：中 3‐年 6日間

・中学補習授業【冬季】：中 3‐年 2日間

・高校課外【夏季】：3日間（高 1-38 名、高 2-26 名、高 3-26 名）
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・PROG-H【7月、9月】： 高 1-年 1日間（84名）、高 2-年 1日間（98名）

・Web 授業「スタディサプリ」：通年（高 1-38 名、高 2-16 名、高 3-14 名）

・大学入学共通テスト対策演習【冬季】：2日（高 3-90 名）

・小論文講座：高 3-年 4日間（53名）、高 2-年 4日間（46名）

⑭ 生徒指導方針

今年度の指導方針「生徒に基本的生活習慣や、ルール、マナーを身につけさせ、生徒の自

己管理能力を高める」を踏まえ、次のとおり生徒指導を行った。

1) 登下校時の立門指導を通し、マナー・交通ルール等の指導を行った。

2）生徒への声かけを積極的に行い、教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

3) 薬物依存症について講演会を企画し危険性を喚起した。

4) 山梨英和大学心理学研究室と連携し、カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を充

実させた。

・カウンセラーの配置：毎週火曜日午後、金曜日午後

・ほっとルーム担当の配置：毎週金曜日午後

・大学院生の臨床心理実習：2名

⑮ 生徒会活動の活性化

例年通りという形が難しかったが、変化する状況への対応や工夫に徹底した活動を行った。

・支援学校との交流：オンライン上でわかば支援学校との交流 1回。（マンドリン部）

・ボランティア活動参加：フードバンク協力、切手・書き損じはがきの回収、コンタクト

レンズケース回収、赤い羽根共同募金など

・三校交流会：例年は【三校交歓会】として姉妹校である静岡英和と東洋英和との訪問交

流をしていた。しかし、今年度は新型ウィルスの影響下で緊急事態宣言のなか、生徒の

発案により、初の試みであるオンライン上での交流を実施することができた。

⑯ 国際教育

重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏まえて、次の事業を計画

していたが、新型ウィルスの影響ですべて中止となった。

1) 姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

2) 希望者カナダ研修

3) SDGｓ研修

4) 姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクール旅行団交流会・

ホームステイ受け入れ

5) 姉妹校オーストラリア メントン・ガールズ・グラマースクールより約 1 か月の短期

留学生受け入れ・ホームステイ

6) 姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

⑰ クラブ活動や各種検定試験等

新型ウィルスの感染拡大予防を行いながら、工夫して行った。

・全国大会出場：聖歌隊（Web 上での参加）、マンドリン部（Web 上での参加）、自然科学部、

水泳部（2020 高等学校・通信大会）、スキー同好会（新型ウィルスの影響により全国大会

が中止となったが、出場権を獲得した。）、クイズ愛好会

・関東大会出場：聖歌隊（出場権獲得）、自然科学部、バドミントン部、テニス部

・英語検定：1回

【中学】準 1級 2名、準 2級 5名、3級 26 名、4級 30 名、5級 24 名

【高校】準 1級 7名、2級 42 名、準 2級 28 名、3級 7名

・数学検定：1回

【中学】4級 11 名、5級 1名
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【高校】準 2級 1名

・漢字検定：3回

【中学】3級 4名、4級 8名、5級 6名

【高校】準 2級 3名、3級 1名

⑱ 生徒に身につけさせたい 3つの力

「つながる力」「伝える力」「みずから学ぶ力」を身に付けさせる取組を行っている。ICT を

活用しながら、生徒たちが主体的に学ぶ姿勢を養う中で、これら 3 つの力を身につけられる

ことを目指している。同じクラスの仲間と協働し（つながる力）、得られた知見を伝え合い（伝

える力）、振り返りをして次の成長につなげる（みずから学ぶ力）取組を、授業や行事、部活

動、個人の活動など様々な局面で実践している。

(2) 教育関係の人事について

2021 年度から着任予定の教員は 2 名（国語・英語）であり、校内での初任者研修等をとお

し、本校の教育理念の理解をはかるとともに、OJT や外部の研修への参加などにより、生徒・

保護者から信頼される人格を培うと同時に、教科指導のプロとして研鑽を積む機会を設ける。

一方、2020 年度に退職する教員は 2 名（理科・養護教諭）であり、理科・養護教諭について

は採用を行わず、非常勤講師等で対応することとする。2019 年度の高校 1 年から開始した習

熟度別授業制度も、2021 年度は教科数・学年数も広がっていくが、週当たり授業時数に関す

る内規に規定する時間数を遵守するなどして、適正人数で実施する。

2020 年１月の中高校舎統一工事完成により、一つの職員室・一つの事務所となったため、

部主任に関する規定を改定し役職を減じ、6年一貫教育の中で組織のスリム化を図る。事務職

員については、法的要請のもと、学校運営を円滑に行うために特別任用職員 4人を専任職員に

任用変更した。今後は山梨英和学院全体の事務組織の中で適する人事異動が可能となる。

働き方改革に伴い、教員・職員ともに仕事の効率化を図り、本校の教育理念に沿った教育を

実践できるような体制づくりに向けて、人事配置計画の検討を継続する。

□ 生徒募集関係

今年度は、新型ウィルスの感染拡大のため、入試行事の実施が難しく、行事数と参加人数の

制限やオンラインでの実施、公開授業の VTR への変更など、工夫をしながら実施した。次年度

も従来通りの実施は難しいと思われるため、さらに工夫を凝らしつつ行事を実施したい。

中学入試では、募集定員 70名に対し 54名の入学者数にとどまった。スカラシップ選考合格

者は 1名であった。

高校入試では、推薦入学者は 29名（学業特待生 3名を含む）の優秀な生徒を確保できた。一

般入試出願者は 91名とやや減少したが、単願での入学者は 12名あり第一希望の入学者数は増

加した。公立高校などとの併願からの入学者は 2名となった。2019 年度から「私費外国人留学

生」の受け入れが始まり、今年度は 3名の入学者を得た。高校入学者は、公立中学校などより

43名と内部生 59名、私費外国人留学生 3名の計 105 名という結果であった。

英検による受験料の免除（中学受験者３級以上、高校受験者準 2級以上）や同窓生の子・孫・

妹への入学金の減免措置、在学生の姉妹への入学金の減免措置は周知されている。

今年度も入試行事や説明会への参加者を募るため、小・中学校はもちろん、教会や塾、バレ

エ、水泳、ピアノ教室等に対し山梨英和の教育への理解を深めていただけるようアピールし、

行事案内の協力を依頼した。

活動の概要

1）小学生・保護者対象のイベントを行った。

・夏の英和デー（体験授業）＊春から夏に時期変更

・スカラシップ対策講座（2日間）
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・ナイト学校説明会＊オンラインに変更

・秋の英和デー（公開授業）＊午前午後の 2部制、VTR 授業紹介に変更

・入試説明会 2回

・中学入試問題解説講座（2日）

・個別入試相談会（のべ 29日）

・祖父母・保護者対象説明会（感染予防のため中止）

・英語体験講座 3月 1回＊オンラインで実施（10月は感染予防のため中止）

・ハンドベル講座（主催:県生涯学習推進センター）（感染予防のため中止）

・理科実験講座（主催:県生涯学習推進センター）（感染予防のため中止）

・チアダンス体験講座（主催:県生涯学習推進センター）（感染予防のため中止）

2) 中学生・保護者対象のイベントを行った。

・オープンキャンパス体験授業

・ナイト学校説明会＊オンラインに変更

・オープンキャンパス学校説明会＊午前午後の 2部制、VTR 授業紹介に変更

・入試説明会 3回

・個別入試相談会（のべ 29日）

3) その他、次のイベントを行った。

・小学校教師対象入試説明会

・中学校教師対象入試説明会

・塾教師対象入試説明会（感染予防のため中止）

・ホームカミング 20年同窓会（感染予防のため中止）

4) 受験生・保護者を学園祭などの行事やクリスマス礼拝に招待するなど、本校教育に対する

理解の場を設けた。（感染予防のため招待中止）

5) 全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い、受験指導に当たる

先生方への理解を求め、本校受験への協力を依頼した。

6) 「私費外国人留学生」を中国、エストニアから 3名の入学生を得られた。受け入れ体制を

整え、今後も拡充を図る。

7) 新聞広告を掲載し、本校教育に対する理解の場を設けた。

・2020 年度新聞広告では、同窓会の協賛を得た。

・PTA の協力を得て、オンライン授業を紹介する新聞広告を出した。

8) 授業公開、印刷物・HP・SNS・掲示等の活用による情報公開を推進し、本校へのより深い

理解を得られるようにした。

・LINE@による中学入試行事案内

・ホームページのニュース告知とブログでの広報

9) 在校生保護者、同窓生、教会に PR活動を依頼した。

・小学生・中学生「紹介カード」による情報提供

・ポスター・チラシの掲示配布の協力

・同窓生・姉妹などの入学金減免の告知

□ 施設、設備関係

施設設備の点検し、体育館の老朽箇所やバリアフリー化などの改修を行った。また、新型ウ

ィルス対応としてオンライン授業を展開するため、ICT 環境を強化すると共に用品や保健衛生

面での充実を図り、感染症対策を徹底した。

① 施設の維持管理

1) 校舎南側ドアの自動ドア化
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バリアフリーや利便性を勘案し校舎南側ドア 1か所を自動ドア化した。

2) セキュリティの強化

通用口のオートロック化とセキュリティサービスとの連携した。また、防犯カメラを

増設した（4か所）。

3) 第一体育館の屋上防水シートの張替

第一体育館の雨漏りの原因となる屋上防水シートの一部張替を行った。

4) 校舎正門の歩行者用扉の改修

強風により破損した、正門の歩行者用扉を改修し、強風対策を施した。

② ICT 環境の整備

1) オンライン授業実施のための備品整備

2020 年 4月より実施したオンライン授業を円滑に進めるため、デジタル教科書など

の教具や各種ケーブル類及び教師用マイクなどの備品を購入した。

2) 家庭への連絡用アプリケーションの導入

オンライン授業期間中の課題提出などのため、学校の ICT 化を多角的にサポートす

る教育プラットフォーム Classi の利用者を中 2～高 3 に加え、中 1 まで拡張した。

3) RISO 高速プリンター【ORPHIS GD 7330】への入れ替え

生徒への配布資料や教材作成などの教育面での利用に加え、広報活動や会議資料等

の管理面で活用するため高速プリンターに入れ替えた。

③ 感染症対策

1) 衛生備品の購入

感染症対策として、フェイスシールドやマスク、消毒液などを生徒や教職員の利用状

況を踏まえて購入した。

2) 便座の入替

トイレの便座を蓋つきウォームレットに入れかえた。（18箇所）

3) 学習スペース確保のための教室環境整備

ウィントミュートホールを高校２年生の普通教室として、図書室を主に高校 3 年生

の自習室として活用するため、それぞれにロールスクリーンを導入した。

4) 特別教室や教職員室への加湿器設置

2019 年度の校舎改修時に、普通教室には自動加湿器を導入済みであったが、特別教

室や教職員室に業務用の加湿器を設置した。

④ その他

旧高校校舎（2・3・4号館）の保守面やセキュリティ面での管理を行った。

□ 中長期経営計画及び事業計画の進捗・達成状況

中長期経営計画で策定した各項目については、以下の実績であった。

「英語学習拠点」

1) 英検受験結果

【中学】準 1級 2名、準 2級 5名、3級 26 名、4級 30 名、5級 24 名

【高校】準 1級 7名、2級 42 名、準 2級 28 名、3級 7名

2) 高校授業改革

高校 1・2年の英語クラスを習熟度別とした。

3) 実力養成課外の実施について

中学 3年を対象に発展学習（オーセンティック・ラーニング）を導入した。

4) グリンバンク杯の改革

年度は新型ウィルス感染症（COVID-19)により大会開催を見送ったが、小学生向けの英
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語弁論大会に改定すべく検討を進めている。

「校舎改築」

1) 中高統一

2020 年 2 月 10 日～12 日の間で新校舎への移転を行い、中高統合を行った。今年度に

入り、新型ウィルス感染症（COVID-19）の影響で登校できなかったが、オンライン授

業を行い、学びを止めることのないよう、非常勤講師を含む全ての教員が協力し、

Google Classroom 等を用いた双方向のオンライン授業を行った。これは、職員室の一

体化による情報の共有化・相互支援の成果によるものと評価している。

2) 3 号館改築着工

3 号館の改築着工については、2018 年度からの中長期経営計画（2018～2022 年度）、

「校舎改築」において掲げていた、校舎統一後の旧高校校舎（3号館）改修計画（国際

寮への改修）の検討を進めた。しかし、検討を進める中で、国際寮への改修に伴う経

費、及び、新型ウィルス感染拡大防止に伴う留学生受入れリスクなどを勘案し、困難

であると判断した。

3) 旧高校校舎の活用検討

3号館の活用については、当初案（国際寮）を含め、広い視野での検討が必要であると

判断した。その際に、現行での中高の教育体制では校舎（2・3号館を想定）を十全に

使用するには広すぎると判断し、新たな教育体制での展開や、活用の枠を広げるなど、

法人全体で検討していただきたく検討会議の設置を希望し、7 月理事会において旧高

校校舎活用検討会議の設置が承認された。

「キリスト教主義大学への進路実績向上」

1) 都内キリスト教主義大学への進学パスを周知

2019 年度に実施した、人気の高いキリスト教主義大学の合同説明会などが奏功し、私

立大学の合格者の 25％がキリスト教主義大学となった。今年度は、新型ウィルスの影

響もあり人気の高いキリスト教主義大学の合同説明会の開催は見送った。

2) Classi の活用により大学入試改革に備える

大学入学共通テストに向けて、E-ポートフォリオ（Classi)の活用を進めており、利用

対象者を中学 1年まで拡大し、全学年で利用可能とした。

3) 自宅学習への支援

今年度はオンライン授業期間が長かったため、中学生は 2 時間、高校生は 3 時間の家

庭学習時間を主体的に確保するよう、 Classi で毎日管理するシステムを策定し、習

慣づけを試みた。

「SSH 等による授業改革」

1) SSH 成果中間評価

H31 年度 SSH は不採択であったが、以下の取組みについては継続して実施し、評価し

ている。

(ｱ) 「データの活用」を軸とした教科横断型学習により、科学的思考力が身につく。

(ｲ) 中高一貫で探究型学習を体系的に積み上げることにより、問題解決に必要な論理的・

批判的思考力が高まる。

(ｳ) 地域連携・国際連携により地域社会の問題解決にグローバルな視点から取り組む学

習で主体性・協働力が高まる。

(ｴ) 完備した ICT 環境を生かしスタディーログを含む e-ポートフォリオの活用により、

個別最適化された学びが実現される。

2）授業改革プロジェクトの組織化

昨年度から継続して、授業改革に向けて取り組んでいる。
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3) 教員向けの研修充実

教員向けの研修ツール、Find!アクティブ・ラーナーを活用している。

「ICT 活用」

1) 中高統合に伴いサーバーを外部管理に移行

2019 年度に中高統合に伴いサーバーを外部管理に移行済み。

2) 教職員の PC買換

2019 年度に教職員の PC買換済み。

3) 生徒用 ICT 環境整備

2019 年度に生徒用 ICT 環境整備として、Wifi 環境の整備及び PC（40 台）購入済み。

4) GIGA スクール構想の推進

ICT を活用した個別最適化教育を通し、生徒たちの資質・能力を一層確実に育成する

環境を実現する。

オンライン授業期間中には、生徒の自主的な学習を支援するために、中学 3教科・高校

3教科でデジタル教科書を導入した。

※GIGA:Global and Innovation Gateway for All
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Ⅲ ⼭梨英和認定こども園（カートメル・ダグラス・プレストン）

〇 はじめに

2015 年 4月より施行された子ども・子育て支援新制度下で幼稚園から「認定こども園」に移

行し、3 歳未満児や保育を必要とするこどもの受け入れる園となった。これにより開所時間、

開所日数、職員の大幅な増加と処遇改善ならびに保育の質のさらなる向上、保護者の多様なニ

ーズへの対応、行政とのやり取りなど、多くの課題と向き合ってきた。また 2019 年 10 月より

始まった幼児教育無償化は保護者負担を軽減する一方、保育ニーズの高まり、保育認定こども

の増加となって現れている。そうした中にあって、山梨英和学院の建学の精神に基づいて、子

育て支援法がうたう「すべてのこどもの最善の利益」をはかりつつ、子育てに対して第一義的

な責任を担っている保護者の思いを受け止め、地域社会のニーズに応えられる園となることは

山梨英和学院に託されている大切な使命である。

出生数の減少により少子化が進む反面、幼児教育無償化などによって保育ニーズは確実に高

まっている。園の現状、実力を踏まえつつ、こうした状況を適切に受け止めて、保護者に信頼

され、地域から期待され、選ばれる園ことが寛容である。そのためには、「認定こども園教育・

保育要領」による保育実践は当然の前提であるが、その土台として、山梨英和学院の認定こど

も園としては、建学の精神を堅持し、その実現のために学院の理念を共有し、質の高い保育・

教育活動を実践できる職員を確保し、さらにその技能・能力を一掃向上させることは喫緊の課

題である。そのためにも、よりよい保育環境の整備、職員体制の構築、職場環境、処遇の改善、

研修の充実が重要である。

以上の諸課題をはたす上での大前提は職員相互の信頼と協力の構築である。建学の精神の基

であり、キリスト教保育の基盤である聖書の学びはもとより、職員間の円滑な意思疎通をはか

る工夫を各園ではかってきた。

社会は激しい変化のただ中にあり、また多様なニーズへの応答が 3 園には求められている。

また今年度は新型コロナウイルスによる感染症予防対策が最重要課題であった。山梨英和学院

に連なる幼保連携型認定こども園として、安易に時流に流されることなく、キリスト教信仰と

その精神に基づく保育・教育に専心し、なお一層幅広い活動の展開をはかることを目指してき

たが、新型コロナウイルスによる感性症への対応、対策に終始した 1年でもあった。それまで

当たり前のように行われていたことができなくなったり、プログラム実行のために知恵を絞ら

ざるを得なかったり、さまざまな意味でのチャレンジが求められてきた。前年度の卒園式から

始まって、今年度は諸行事、諸活動について、その内容の変更、縮小、中止など苦慮すること

も多くあったが、職員の献身的な働きと保護者の理解によって歩んでこられたことに深い感謝

を覚える次第である。様々な対策が講じられる中、一つ一つのことが守られてきたことに感謝

いている。

□ 基本方針

山梨英和学院の建学の精神をあらわす校訓の「敬神、愛人、自修」を柱として、キリスト教

信仰に基づく「人格形成」の保育・教育を行い、就学後の教育の基礎を培う大切な時期を過ご

す子どもたちに対する教育ならびに保育を必要とする子どもたちに対する保育を途切れなく

一体的に行い、子どもたちの健やかな成長が図れるよう適当な環境を与えて、その心身の発達

を助長するとともに、保護者に対する子育て支援を行うことをめざしてきた。

□ 保育の概要

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、その他関係法令
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を遵守して事業を行う。その際、「山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例」の定める

基準を遵守し、可能な限り、より良質な保育の実施に必要な職員などを配置するよう努めてき

た。「教育標準時間認定に係わる教育時間」は月曜日から金曜日までの 9時から 14時 30 分、

保育標準・短時間認定に係わる保育時間は月曜日から土曜日までの 7時 30 分から 18時 30分

までのうち保護者が必要とする時間に行なった。

あわせてこの特定教育・保育時間外保育の提供、および早朝預かりを 7時 30 分から 9時、

延長保育を 18時 30 分から 19時の間において行った。

また 3歳以上の児童の希望者については園バスによる送迎を行った。

児童の年齢等に応じ食事の提供を行った。

園児の受け入れについては、各園の認可定員のうちで利用定員を設定して募集した。

□ 保育・教育関係

(1) 重点事業

[当該年度の計画]

① 幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえ、就学までの切れ目のない一貫した教育・

保育を、遊びを中心とした、キリスト教保育として実践することをめざしてきた。

② こどもたちの発達段階、個性、特性、能力、家庭環境などに配慮しつつ、こどもも保護者も

安心して、喜びをもって、過ごせる場となるようにつとめる。その一環として非常勤のカウ

ンセラーの働きの一層の促進と研修などを行なった。

③ 教育・保育、子育てプログラムの充実をはかり、こどもたちの賜物をのばし、保護者の子育

てを支援するためのフォロー、ならびに保護者参加の活動の展開をはかることをめざしたが、

今年度は新型コロナウイルスによる感染症予防の観点からなかなか実施できなかった。きめ

細やかな「チーム保育」については引き続き行うことができたが、集団としての全体企画、

プログラムについては、新型コロナウイルス感染予防の観点からその多くを見送らざるをえ

なかった。

④ 自然に親しみ、他者と交わる機会を提供し、種々の体験や学びを通してこどもたちの豊かな

情操、創造力、感受性、知的好奇心、忍耐力、集中力などを養うことを目指して園外活動、

交流を図ることとしていたが、園外の人達との交流活動については、受け入れ先の事情もあ

り新型コロナウイルス感染症予防の観点から実施できなかったものが多かった。

⑤ 諸研修を充実させ保育教諭の資質・技能の向上をはかるように努めた。職員間のコミュニケ

ーションの向上につとめ、同僚性の一層の確保を実現して質の高い保育・教育を提供できる

ように努力した。研修等においては特に「気になるこども」、配慮を要するこども、障碍を

持つこどもたちへの対応、ケアのスキルアップをめざすための園内研修、ケーススタディな

どを引き続き行なった。

⑥ 保護者や地域の保育ニーズに応える山梨英和らしい事業としてウエルカムディをはじめと

する諸集会を年間計画で立てることを願ったが今年度は見送らざるをえなかった。

⑦ 保護者や職員が建学の精神の基であるキリスト教の信仰と聖書に親しめる機会を感染症対

策に努めつつ設けた。

⑧ 地域の子育て支援の拠点となるよう努め地域社会に奉仕することを念頭に置いた活動を行

いたいと願ったが、今年度は実施困難であった。

⑨ 地域の高齢者等との交流の機会を定期的に設けることが今年度はできなかった。

⑩ 新型コロナウイルス禍にあって、子育て支援新制度の実施主体である各市町との連携、協力

体制の一層の確立に努めた。

⑪ 山梨英和学院の他部門との連携、協力一層緊密なものとするよう努めたがコロナ禍にあって

見送ったケースが多くあった。
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⑫ 創立 70 周年を迎えた山梨英和ダグラスこども園はコロナ禍にあって創立記念集会を開催す

ることは控えたが、園舎へのステンドグラスの設置、園の歌の創作、絵本作家によるロゴの

作成、アジアキリスト教教育基金への募金などいくつもの記念の事業を行うことができた。

[今後の（中・長期的な）計画]

① 建学の精神を堅持しつつ、子ども・子育てにかかわる動きに適切に対応し、幼保連携型認定

こども園としての一層の機能充実をはかり、地域に貢献できる園となることをめざしてき

た。

② 保育・教育・子育て支援を十分に展開できる規模、体制、施設の構築等の検討を行い、その

実現をめざすこととしたが今年度は行えなかった。

(2) 保育・教育関係人事

① 適切な職員の配置を行い、保育の質の向上と業務の負担軽減をはかることを目指して専任

職員などの採用を行った。残念ながら専任保育教諭の採用は予定数（6人）の半数（3名）

にとどまった。

② 処遇改善等にかかわる運営体制の適切な構築をはかった。

③ カリキュラム・プログラムの精選、深化、展開を意識した人員の配置、研修、諸活動を目

指した。

□ 園児募集関係

① カートメル 125 人、ダグラス 95人、プレストン 140 人の利用定員を設定し、概ねそれに近

い園児を得ることができた。しかしながら教育標準認定こどもの数は減り、保育認定こど

もが増えている。

② 募集にあたっては園案内、ホームページ、通信等の広報・メディアの活用を図ってきた。

③ 山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事業を継続し、他の 2 園は行政や

地域の子育て支援センター等のとのかかわりを活かして園の存在と働きを広く知らしめる

よう努めたかったが、新型コロナウイルス禍にあって思うような活動が行えなかった。

④ 講演会や諸集会を通して子育てにかかわる人達が集える交流の場を設けることが今年度は

できなかった。

⑤ 在園児、卒園児、未就園児、父母の会等を通じて入園希望者の情報を得るように努めたが、

三園が「認定こども園」として広く認知されるようになってきている。

□ 施設、設備関係

(1)園児の安全確保のために施設、設備、遊具等の点検、補修、改修につとめた。教育・保育環

境の整備・充実をはかるよう努めた。新型コロナウイルス感染予防の観点からの衛生努力

を行った。

(2)地震・災害対策及び防犯対策等について必要な対策を講じる一環として研修を行った。

(3)経年劣化して修繕などが必要とされる施設・設備への改修などを行った。
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Ⅳ 法人本部

◯ はじめに

130 周年を終え新たな歴史を歩み出した 2020 年度は、思いがけない新型コロナ感染症による

緊急事態宣言により、あらゆることが制限される状況下で始まった。

大学、中高、こども園において、学生、生徒、園児の感染防止対策の徹底が求められたのと

同様に、法人本部には全教職員の感染防止および感染時対応など雇い主側としてのコロナ対

策・体制の構築が求められた。

計画された事業・行事の多くはコロナ禍によって中止せざるを得なかったが、必要不可欠な

事業・行事は感染対策を徹底しての実施となった。評議員会・理事会・常務理事会は、緊急事

態宣言直後の 4月常務理事会を中止した他は、リモート出席を可能とする開催方式によって当

初の予定どおりに開催した。

また、コロナ禍により社会活動が制限される中で、新しい経営トップは難しい舵取りを迫ら

れたが、法人本部としては、経営判断のための情報提供等のサポートに努めた。

□ 基本方針

当初基本方針として最重要課題として挙げた次の 5課題の一部については、コロナ禍の影響

により修正を迫られた。

1. 経常的な事業・行事の実施

2. 中長期経営計画に掲げた施策の実施

3. 働き方改革への適正な対応

4. 遊休資産活用の具体的対応の検討

5. 史料室の充実

迫られた修正とは、経常的な事業・行事の一部中止であり、中長期経営計画の進捗の遅れで

あり、史料室の充実対応の延期等である。

□ 事業の実績

1. 中長期経営計画の進捗状況

(1) 学院全体の建学理念の浸透

朴憲郁新院長が、中止となった教職員修養会の代替としてのビデオでの礼拝説教、コロ

ナ禍の下で実施した教職員クリスマス礼拝での説教、そして、大学の宗教週間でのビデオ

での礼拝説教、中高での礼拝説教、こども園の卒園式でのメッセージなどを行った。

教学のトップ、メイン・メッセンジャーの交代で、これまでと違った言葉によって、学

院全体、教職員への建学理念の浸透が図られている。

(2) 学院全体のガバナンス（統治）体制の確立

理事長の院長兼任が解除されたことにより、役割の明確化の再検討が課題となった。

(3) 学院全体の教育環境の整備計画の調整

理事会の下、「旧高校校舎活用検討会議」を組織し、旧高校校舎・敷地の有効活用につ

いて検討し理事会へ報告した。

2. 働き方改革への適正な対応

適正な勤怠管理の方策の一つとして管理職事務職員への固定残業手当を導入した。

3. 遊休資産活用の具体的対応の検討

前記のとおり、7月定期理事会において「旧高校校舎活用検討会議」（構成員：理事・評議

員 5名、大学 1名、中高 3名、こども園 1名、法人本部 2名、計 12名）を組織し、旧高校
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校舎・敷地の有効活用について、合計 11回の会議を重ねて 2021 年 3月定期理事会に活用案

の報告が行われた。これを受けて 2021 年度には理事会で対応を検討することとなった。

4. 史料室の充実

コロナ禍により史料室委員会の開催が遅れて 2 月となったため、想定していた組織化の

検討が延期となった。

5. 法人本部が担当する事業・行事

(1) 役員会、役員等に関わる事項

① 学長の選任

菊野一雄学長の任期満了に伴い、2020 年 7 月 31 日（金）に設置した学長候補者推薦

委員会での学長予定者選出を経て、2020 年 12 月 11 日（金）に開催した 12 月臨時理事

会において、新学長（常務理事・評議員）に朴憲郁院長を選任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2025 年 3月 31 日まで）

② 園長の選任

大木正人園長の辞任に伴い、2020 年 7月 3日（金）に設置した校長及び園長選考委員

会での園長予定者選出を経て、2020 年 12 月 11 日（金）に開催した 12 月臨時理事会に

おいて、新園長（常務理事・評議員）に石川健氏を選任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2025 年 3月 31 日まで）

③ 常務理事の選任

2021 年 3 月 19 日（金）に開催した 3 月定期理事会において、野々垣健五氏（理事・

評議員）を常務理事に選任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2024 年 3月 31 日まで）

④ 事務局長の選任

古屋秀樹事務局長の任期満了に伴い、2021 年 3 月 19 日（金）に開催した 3 月定期理

事会において、古屋秀樹事務局長（常務理事・評議員）を再任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2025 年 3月 31 日まで）

⑤ 理事・評議員の選任

㲍橋誠理事・評議員の辞任に伴い、2021 年 3 月 19 日（金）に開催した 3 月定期理事

会において、山上清之氏を理事・評議員に選任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2024 年 3月 31 日まで（残任期間））

朴憲郁院長の学長兼任に伴い、2021 年 3月 19日（金）に開催した 3月定期評議員会・

3月定期理事会において、大学が評議員に選出した洪伊杓氏を理事に選任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2025 年 3月 31 日まで）

⑥ 理事会の開催

理事会を 9 回（4 月臨時/5 月/7 月/9 月/11 月/12 月臨時/1 月/2 月臨時/3 月）開催し

た。

⑦ 評議員会の開催

評議員会を 3回（5月/9 月/3 月）開催した。

⑧ 常務理事会の開催

常務理事会を 10回（5月/6 月/7 月/9 月/10 月/11 月/12 月/1 月/2 月/3 月）開催した。

⑨ 中高宗教主任の選任

宍戸尚子中高宗教主任の任期満了に伴い、2020 年 7 月 31 日（金）に設置した宗教主

任選考委員会での中高宗教主任予定者選出を経て、2020 年 11 月 27 日（金）に開催した

11月定期理事会において、宍戸尚子中高宗教主任を再任した。

（任期 2021 年 4月 1日から 2025 年 3月 31 日まで）

(2) その他定例事業・行事等
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① 教職員修養会

5月 30 日（土）に予定していた教職員修養会はコロナ禍により中止としたが、その代

替として、朴憲郁院長による礼拝メッセージ「Deep Thinking（深く考える）」を動画と

原稿によって、6月 9日に全教職員に配信した。

② 2020 度(第 18 回)三英和懇談会

山梨英和学院が幹事校であったが、コロナ禍により東洋英和、静岡英和と協議のうえ

中止とした。

③ 2020 年度キリスト教教育懇談会

コロナ禍により日本基督教団東海教区山梨分区牧師会との合意により中止とした。

④ 山梨英和学院維持協力会

維持協力会役員会を 2020 年 12 月 18 日（金）に開催し、2021 年度事業計画及び 2020

年度会計報告等について審議決定した。

・2020 年 8月 1日に「山梨英和学院維持協力会報第 15号」を発行し会員に配布する等、

会員募集を行った結果、612 万円収納した。

・大学正門整備補助のために 600 万円を支出した。

⑤ 情報公開

2019 年度の「事業報告書」「決算書」（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支

計算書)、「財産目録」、「監事による監査報告書」をホームページに公開した。

改正私学法に基づき、2020 年度から「寄附行為」「役員・評議員名簿」「役員報酬等に関

する規程」をホームページに公開した。

⑥ 教職員健康診断

2020 年 5月 25 日（月）に大学・中高・法人本部の教職員、7月 6日（月）に、こ ど

も園教職員の健康診断を実施した。

⑦ ストレス・チェック

労働安全衛生法に基づくストレス・チェックを 9 月 28 日～10 月 9 日、法定義務者を

対象に実施した。

⑧ 広報誌「メイプルニュ―ス」の発行

2020 年 8月 1日「メイプルニュ―ス」第 61号を発行し関係機関等に配布した。

⑨ 教職員クリスマス礼拝

2020 年 12 月 5日（土）、中高グリンバンクチャペルにおいて、朴憲郁院長による

「天に栄光、地に平和」と題した説教により教職員クリスマス礼拝を行った。

⑩ 職員新年礼拝

2021 年 1月 5日(月)、大学グリンバンクホールにおいて、大木正人こども園園長によ

る「私達の捧げもの」と題した説教により職員新年礼拝を行った。

⑪ 長野 彌(元理事長)記念奨学金の授与

2021 年 1 月 25 日(月)に山梨英和大学大会議室において、勉学の支援と有為な人材の

育成を目的として長野彌記念奨学金の学業奨励奨学金 2 名(高校・大学各 1 名)の授与式

を行った。

⑫ 2020 年度永年勤続者表彰式挙行

2021 年 3月 31 日(水)に永年勤続者に対して表彰状及び記念品を授与した。



Ⅲ 財務の概要

１ 2020年度決算の概況

① 資⾦収⽀計算書〔2020年4⽉1⽇〜2021年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 967,790 969,125 △ 1,335

手数料収入 17,440 17,156 284

寄附金収入 32,947 35,317 △ 2,370

補助金収入 754,106 738,785 15,321

資産売却収入 81,380 87,460 △ 6,080

付随事業･収益事業収入 7,535 7,326 209

受取利息･配当金収入 4,172 3,766 406

雑収入 35,694 53,133 △ 17,439

前受金収入 144,122 147,572 △ 3,450

その他の収入 567,352 599,148 △ 31,796

資金収入調整勘定 △ 173,370 △ 212,601 39,231

当年度資金収入合計 2,439,168 2,446,187 △ 7,019

前年度繰越支払資金 1,843,433 1,843,433 0

収入の部合計 4,282,601 4,289,620 △ 7,019

人件費支出 1,205,125 1,201,861 3,264

教育研究経費支出 353,722 339,802 13,920

管理経費支出 130,630 123,709 6,921

施設関係支出 10,835 10,666 169

設備関係支出 31,334 31,747 △ 413

資産運用支出 106,791 96,652 10,139

その他の支出 504,177 528,710 △ 24,533

資金支出調整勘定 △ 35,165 △ 40,709 5,544

当年度資金支出合計 2,307,449 2,292,438 15,011

翌年度繰越支払資金 1,975,152 1,997,182 △ 22,030

支出の部合計 4,282,601 4,289,620 △ 7,019

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

特定資産増減 82,719 69,420 13,299

現金預金（支払資金）増減 131,719 153,749 △22,030

計 214,438 223,169 △8,731

《2020年度決算の概況》

予算に対して、収入の部については補助金収入が15,321千円減少、雑収入、その他の収入が17,439千円、31,796
千円それぞれ増加、支出の部については教育研究経費支出、資産運用支出が13,920千円、10,139千円それぞれ
減少、その他の支出が24,533千円増加したことなどにより、翌年度繰越支払資金は153,749千円の増加となりまし
た。

大学：21,933千円減（国庫補助金） 中高：9,779千円増

（地方公共団体補助金）

資金収支計算書は家計簿のように現金預金の出入りを集計した計算書で、当該会計年度の諸活動に対する全ての収

入と支出を明らかにして、支払資金の顛末を明らかにするものです。この計算書の特徴は収入と支出を全て現金預金で

行われたものとして表示し、実際には当該年度の現金預金の収支ではない期末未収入金、前期末前受金、期末未払金

などを資金収支の調整勘定として差引調整計算することで期末現金預金残高を次年度繰越支払資金として表示すると

ころに特徴があります。

大学：光熱水費5,340千円減、修繕費2,280千円減 中

高：奨学費2,144千円増、修繕費3,149千円減、報酬委託

手数料2,579千円減

中高：3,889千円減 カートメル：5,000千円減

特定資産期末在高：2,092,404千円

カートメル：15,759千円増（退職金財団社団収入)
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2020年4⽉1⽇〜2021年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
決算

学生生徒等納付金収入 969,125
手数料収入 17,157
特別寄附金収入 14,223
一般寄附金収入 5,745
経常費等補助金収入 735,257
付随事業収入 7,326
雑収入 53,091
教育活動資金収入計 1,801,924
人件費支出 1,201,861
教育研究経費支出 339,802
管理経費支出 123,709
教育活動資金支出計 1,665,372

136,552
12,657

149,209
金 額

施設設備寄付金収入 15,349
施設設備補助金収入 3,527
施設設備売却収入 715
特定資産取崩収入 7,320
施設整備等活動資金収入計 26,911
施設関係支出 10,666
設備関係支出 31,747
施設整備等活動資金支出計 42,413

△ 15,502
5,704

△ 9,798
139,411

金 額
86,745
19,912

預り金受入収入 453,209
その他の収入 19,032

578,898
受取利息・配当金収入他 3,808
その他の活動資金収入計 582,706
特定資産繰入支出 96,652
預り金支払支出 453,408

18,308
568,368

借入金等利息支出 0
その他の活動資金支出計 568,368

差引 14,338
調整勘定等 0
その他の活動資金収支差額 14,338

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 153,749
前年度繰越支払資金 1,843,433
翌年度繰越支払資金 1,997,182
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

区分 科 目

《2020年度決算の概況》

区分

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科 目

収
入

支
出

差引
調整勘定等
教育活動資金収支差額

教育活動資金収支は149,209千円の収入超過、施設設備等活動資金収支は9,798千円の支出超過、その他の活
動資金収支は14,338千円の収入超過となりました。その結果、翌年度繰越支払資金は153,749千円増加して
1,997,182千円となりました。

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

特定資産取崩収入

小計

小計
支
出

その他の支出

有価証券売却収入
区分 科 目

調整勘定等

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支
出

施設整備等活動資金収支差額
小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

収
入

差引

企業会計におけるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書に相当する計算書で、資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」及び「そ

の他の活動」の3つの活動に区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにすることを目的としたものです。文部科学省公表

の財務分析では、「教育活動」である程度のプラスが出ないと、施設整備等に資金を回すことができず、借入金の返済も

できないとして、「教育活動」でどのくらいキャッシュが生み出せているかが重要とされています。

「教育活動」区分は、学校法人の本業で

ある教育研究活動による収支状況を示し

ています。

「施設整備等活動」区分は、施設・設備の

取得状況及びその財源、引当特定資産

への繰入状況等を把握することができま

す。

「その他の活動」区分は、主に資金調達・

資金運用などの財務活動を表し、元本及

び利息等の動向を把握することができま

す。

教育活動資金収支差額は、149,209千円

の収入超過となっていますが、十分な資

金を確保しているとまでは言えません。
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③ 事業活動収⽀計算書〔2020年4⽉1⽇〜2021年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 967,790 969,125 △ 1,335

手数料 17,440 17,156 284

寄附金 18,777 21,962 △ 3,185

経常費等補助金 750,755 735,257 15,498

付随事業収入 7,535 7,326 209

雑収入 35,694 57,660 △ 21,966

教育活動収入計 1,797,991 1,808,486 △ 10,495

人件費 1,203,522 1,198,578 4,944

教育研究経費 527,396 493,512 33,884

管理経費 144,120 158,566 △ 14,446

徴収不能額等 0 412 △ 412

教育活動支出計 1,875,038 1,851,068 23,970

教育活動収支差額 △ 77,047 △ 42,582 △ 34,465

受取利息・配当金 4,172 3,766 406

教育活動外収入計 4,172 3,766 406

借入金等利息 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

教育活動外収支差額 4,172 3,766 406

経常収支差額 △ 72,875 △ 38,816 △ 34,059

資産売却差額 708 859 △ 151

施設設備寄附金 14,570 15,349 △ 779

現物寄附 641 1,380 △ 739

施設設備補助金 3,351 3,528 △ 177

その他の特別収入 0 42 △ 42

特別収入計 19,270 21,158 △ 1,888

資産処分差額 4,901 4,618 283

その他の特別支出 0 302 △ 302

特別支出計 4,901 4,920 △ 19

特別収支差額 14,369 16,238 △ 1,869

△ 58,506 △ 22,578 △ 35,928

△ 17,616 △ 17,432 △ 184

△ 76,122 △ 40,010 △ 36,112

△ 1,878,401 △ 1,878,401 0

5,619 4,824 795

△ 1,948,904 △ 1,913,587 △ 35,317

（参考）

事業活動収入計 1,821,433 1,833,410 △ 11,977

事業活動支出計 1,879,939 1,855,988 23,951

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

翌年度繰越収支差額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

当年度収支差額は、予算に対し36,112千円改善し、40,010千円の支出超過となりました。これは主に、雑収入の
増加と教育研究経費の減少に伴い教育活動収支差額が34,465千円改善したことによるものです。

《2020年度決算の概況》

区分

事業活動収支計算書は企業会計における「損益計算書」に相当する計算書で、当該会計年度の事業活動収入及び事

業活動支出の内容と基本金組入後の収支均衡の状態を明らかにする計算書です。この計算書で用いられる「事業活動

収入」とは学校法人の負債とならない収入であり、「事業活動支出」は実際に現金預金の支出を伴わない減価償却額や

退職給与引当金繰入額などを含めた金額となります。

教育活動収支は、経常的な収支のうち、
学校法人の本業である教育研究活動に関

する区分です。

特別収支は、一時的に発生した臨時的な

収支に関する区分です。

教育活動外収支は、経常的な収支のうち、

財務活動に関する区分です。

教育活動収支は、経常費等補助金が

15,498千円減少、雑収入が21,966千円増

加、教育研究経費が33,884千円減少、管

理経費が14,446千円増加しました。これに

より、予算に対して34,465千円改善し、

42,582千円の支出超過となりました。

教育活動収支差額、特別収支差額が予

算に対して改善したことにより、基本金組

入前当年度収支差額は35,928千円改善し

ましたが、22,578千円の支出超過にとどま

りました。

（参考）キャッシュベース収支：164,522千

円＝△22,578＋187,130（減価償却額）

（教育研究経費）減価償却額：152,004千円

（管理経費）減価償却額： 35,126千円

※旧高校校舎減価償却額（建物）21,552

千円：教育研究経費から管理経費に振替
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④ 貸借対照表〔2021年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
本年度末 前年度末 増減
10,486,387 10,639,301 △152,914

土地 3,118,134 3,118,134 0
建物 4,144,944 4,283,118 △138,174
構築物 187,616 193,096 △5,480
教育研究用機器備品 243,413 251,181 △7,768
管理用機器備品 12,602 13,336 △734
図書 637,877 639,201 △1,324
車両 7,500 1,620 5,880

計 8,352,086 8,499,686 △147,600
退職給与引当特定資産 254,548 254,684 △136
減価償却引当特定資産 529,537 446,848 82,689
施設設備引当特定資産 149,570 149,517 53
将来計画引当特定資産 561,399 561,387 12
経常費引当特定資産 405,376 405,368 8
奨学金引当特定資産 121,631 134,897 △13,266
その他の特定資産 70,343 70,282 61

計 2,092,404 2,022,983 69,421
有価証券 6,141 92,112 △85,971
出資金 11,691 11,691 0
奨学貸付金 3,064 4,937 △1,873
長期前払金 14,668 846 13,822
その他 6,333 7,046 △713

計 41,897 116,632 △74,735
2,098,424 1,963,727 134,697

現金預金 1,997,182 1,843,433 153,749
未収入金 74,529 99,995 △25,466
前払金 25,538 5,937 19,601
その他の流動資産 1,175 14,362 △13,187

12,584,811 12,603,028 △18,217

254,548 262,133 △7,585
退職給与引当金 254,548 262,133 △7,585

236,934 224,987 11,947
未払金 34,794 32,082 2,712
前受金 147,573 138,274 9,299
その他の流動負債 54,567 54,631 △64

491,482 487,120 4,362

14,006,917 13,994,309 12,608
第１号基本金 13,873,917 13,861,309 12,608
第４号基本金 133,000 133,000 0

△1,913,588 △1,878,401 △35,187
翌年度繰越収支差額 △1,913,588 △1,878,401 △35,187

12,093,329 12,115,908 △22,579

12,584,811 12,603,028 △18,217
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

2020年度末の資産総額は18,217千円減少して12,584,811千円となりました。一方、負債は4,362千円増加し、
491,482千円となりました。長期的に財政状態が安定しているかを測る指標の「純資産構成比率（数値が高い
ほど、必要な資産を自力で調達していることを表し、財政的に安定していることを示す。）」は96.1%と高水準にあ
り、健全性が確保できていると言えます。

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

《2020年度決算の概況》

科 目
固定資産

有
形
固
定
資
産

流動資産

特
定
資
産

そ
の
他

固定負債

流動負債

基本金

繰越収支差額

資産の部合計

負債の部合計

貸借対照表は当該会計年度末における学校法人の財政状態を明らかにすることを目的としたものです。資産の部

は土地や建物などの有形固定資産、退職給与引当特定資産などの特定資産、現金預金などの流動資産など、資金

の運用形態を表し、負債の部及び純資産の部は、長期借入金などの固定負債、基本金など、資産の調達源泉を表

しています。

減価償却による減少

中高：50,000千円増 プレストン：

40,000千円増

共通：火災保険料12,089千円増

大学：学生用PC19,204千円増

国債、トヨタ自動車株売却
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2 決算その他

① 有価証券の状況〔2021年3⽉31⽇〕 （単位：千円）

② 寄附⾦の状況〔2020年4⽉1⽇〜2021年3⽉31⽇〕 （単位：千円）

③ 補助⾦の状況〔2020年4⽉1⽇〜2021年3⽉31⽇〕 （単位：千円）

④ 借⼊⾦、学校債、収益事業の状況

該当なし

⑤ 関連当事者との取引状況

記載すべき事項なし

⑥ その他

記載すべき事項なし

学生会館建設資金

指定寄附金

130周年記念事業

教育振興資金

指定寄附金

100,066,400

100,607,200

1,225,779,518

摘 要

6,121,300

特定資産

特定資産

2,850,000

100,760,000 特定資産

1,050,000 指定寄附金

300,000 指定寄附金

100,050,000 特定資産

3,100,000

15,299,200

100,010,000 特定資産

50,000

100,310,000 特定資産

99,660,000 特定資産

110,000,000 特定資産

補助金の種類 部門等 金 額

現物寄附 大学 個人・団体

中学校・高等学校 個人・団体

こども園 個人・団体

摘 要

中学校・高等学校

指定寄附金

738,784,640計

施設型給付費 こども園 367,720,220

地方公共団体補助金（その他） こども園 29,214,920

地方公共団体補助金（運営費） こども園 2,420,000

地方公共団体補助金（その他） 中学校・高等学校 3,750,433

国庫補助金 中学校・高等学校 176,000

地方公共団体補助金（運営費） 中学校・高等学校 233,721,000

保護者

PTA

日本学生支援機構 大学 593,000

1,952,099

75,461

1,346,018

38,690,427

491,627

310,222

4,072,000

1,672,500

国庫補助金（その他） 大学 32,913,500

国庫補助金（経常費） 大学 68,196,000

後援会

計

個人・団体

保護者

PTA

一般寄附金 大学 後援会

中学校・高等学校

大学 保護者

特別寄附金 維持協力会 個人・団体

同窓会

こども園 個人・団体

寄附金の種類 部門等 寄附者 金 額

特定資産

特定資産

99,800,000

100,000,000

住宅金融支援機構第198回

東日本高速道路第53回

100,000,000

1,215,845,576 0

住宅金融支援機構第237回

住宅金融支援機構第238回

特定資産

摘 要帳簿価額 評価額 該当科目

6,140,576

100,000,000

200,000,000

29,522株

評価損益

100,090,000

203,020,000

100,312,300

有価証券10,893,618

日本生命第1回無担保社債 110,000,000

区分

株式

社債

公債

金融商品名

山梨県公募公債10年債

東京電力

地方公共団体補助金（その他） 大学 79,567

計

大和証券グループ第34回 100,000,000

第18回NTTファイナンス社債 100,000,000

かんぽ生命第2回無担保社債 100,000,000

大和証券グループ第35回 100,000,000

第19回パナソニック社債 99,905,000
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3 経年⽐較、経営状況の分析

① 資⾦収⽀計算書〔2016〜2020年度〕
《資⾦収⽀の推移》

（単位：千円）
科 目 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

学生生徒等納付金収入 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125
手数料収入 13,058 13,966 16,065 17,525 17,156
寄附金収入 33,937 35,328 39,091 47,981 35,317
補助金収入 677,259 631,112 641,057 709,073 738,785
資産売却収入 13,061 95,894 756 0 87,460
付随事業・収益事業収入 24,362 24,472 21,577 12,743 7,326
受取利息・配当金収入 846 678 2,094 3,126 3,766
雑収入 91,419 61,383 78,951 75,273 53,133
前受金収入 117,368 139,746 154,631 138,274 147,572
その他の収入 601,898 532,944 499,322 992,130 599,148
資金収入調整勘定 △ 221,751 △ 184,009 △ 213,768 △ 254,226 △ 212,601
当年度資金収入合計 2,521,960 2,391,173 2,233,833 2,759,118 2,446,187
前年度繰越支払資金 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433
収入の部合計 4,113,720 3,967,329 3,967,794 4,554,437 4,289,620
人件費支出 1,196,059 1,164,217 1,154,936 1,189,228 1,201,861
教育研究経費支出 387,999 318,020 306,038 368,903 339,802
管理経費支出 91,213 101,957 109,322 116,211 123,709
借入金等利息支出 632 462 291 122 0
借入金等返済支出 34,074 34,074 34,074 33,676 0
施設関係支出 35,691 16,460 15,053 392,527 10,666
設備関係支出 27,443 8,321 8,494 111,818 31,747
資産運用支出 349,032 137,887 129,566 73,341 96,652
その他の支出 485,057 504,665 475,219 489,170 528,710
資金支出調整勘定 △ 69,637 △ 52,695 △ 60,519 △ 63,992 △ 40,709
当年度資金支出合計 2,537,564 2,233,369 2,172,475 2,711,004 2,292,438
翌年度繰越支払資金 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182
支出の部合計 4,113,720 3,967,329 3,967,794 4,554,437 4,289,620
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収入では、学生数等の減少により学生生徒納付金収入が減少傾向で推移しています。補助金収入は幼児教
育無償化に伴い施設型給付費が増加しました。支出では、人件費支出はほぼ横ばい、教育研究経費支出は
減少傾向で推移しています。翌年度繰越支払資金は漸増しています。

2,521,960
2,391,173

2,233,833

2,759,118

2,446,1872,537,564

2,233,369
2,172,475

2,711,004

2,292,438

1,576,156
1,733,961 1,795,319 1,843,433

1,997,182

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

資金収支の推移

当年度資金収入合計 当年度資金支出合計 次年度繰越支払資金
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2016〜2020年度〕

（単位：千円）
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

学生生徒等納付金収入 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125

手数料収入 13,058 13,966 16,065 17,525 17,157

特別寄附金収入 16,687 29,292 18,046 11,377 14,223

一般寄附金収入 6,291 5,536 5,319 5,648 5,745

経常費等補助金収入 663,858 621,560 638,610 700,592 735,257

付随事業収入 24,363 24,472 21,577 12,743 7,326

雑収入 91,419 61,383 78,853 75,267 53,091

教育活動資金収入計 1,986,178 1,795,869 1,772,526 1,840,371 1,801,924

人件費支出 1,196,059 1,164,217 1,154,936 1,189,228 1,201,861

教育研究経費支出 387,999 318,020 306,038 368,903 339,802

管理経費支出 91,213 101,950 109,320 116,211 123,709

教育活動資金支出計 1,675,271 1,584,187 1,570,294 1,674,342 1,665,372

310,907 211,682 202,233 166,029 136,552

45,683 14,978 811 △ 7,747 12,657

356,590 226,660 203,044 158,282 149,209

施設設備寄附金収入 10,959 500 15,726 30,957 15,349

施設設備補助金収入 13,401 9,552 2,447 8,481 3,527

施設設備売却収入 0 0 756 0 715

特定資産取崩収入 77 0 1,998 404,652 7,320

施設整備等活動資金収入計 24,437 10,052 20,927 444,090 26,911

施設関係支出 35,691 16,460 15,053 392,527 10,666

設備関係支出 27,443 8,322 8,494 111,818 31,747

特定資産繰入支出 85,973 20,823 575 625 0

施設整備等活動資金支出計 149,107 45,605 24,122 504,970 42,413

△ 124,670 △ 35,553 △ 3,196 △ 60,880 △ 15,502

300 2,728 7,075 △ 3,378 5,704

△ 124,370 △ 32,825 3,879 △ 64,258 △ 9,798

232,220 193,835 206,923 94,024 139,411

有価証券売却収入 13,061 95,894 0 0 86,745

41,717 22,398 15,525 47,012 19,912

預り金受入収入 419,876 424,713 410,354 461,686 453,209

その他 4,812 6,118 5,017 4,847 19,032

479,466 549,123 430,896 513,545 578,898

受取利息・配当金収入他 846 678 2,193 3,132 3,808

その他の活動資金収入計 480,312 549,801 433,089 516,677 582,706

借入金等返済支出 34,074 34,074 34,074 33,676 0

特定資産繰入支出 263,059 117,064 128,991 72,716 96,652

427,044 429,279 411,145 436,680 453,408

その他 2,938 4,955 4,159 18,444 18,308

727,115 585,372 578,369 561,516 568,368

借入金等利息支出 632 469 293 122 0

その他の活動資金支出計 727,747 585,841 578,662 561,638 568,368

差引 △ 247,435 △ 36,040 △ 145,573 △ 44,961 14,338

調整勘定等 △ 390 9 8 △ 949 0

その他の活動資金収支差額 △ 247,825 △ 36,030 △ 145,564 △ 45,910 14,338

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） △ 15,604 157,805 61,359 48,114 153,749

前年度繰越支払資金 1,591,760 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433

翌年度繰越支払資金 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収
入

支
出

預り金支払支出

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

小計

小計

科 目

教育活動資金収支差額

区分

差引

収
入

支
出

特定資産取崩収入

教
育
活
動
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よ
る
資
金
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支

収
入

支
出
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③ 事業活動収⽀計算書〔2016〜2020年度〕

（単位：千円）

科 目 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
学生生徒等納付金 1,170,502 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125
手数料 13,058 13,966 16,065 17,525 17,156
寄附金 24,046 35,421 24,604 17,709 21,962
経常費等補助金 663,858 621,560 638,610 700,592 735,257
付随事業収入 24,362 24,472 21,577 12,743 7,326
雑収入 95,071 62,087 80,272 76,325 57,660
教育活動収入計 1,990,898 1,797,166 1,775,185 1,842,113 1,808,486
人件費 1,180,832 1,159,890 1,147,429 1,183,584 1,198,578
教育研究経費 542,064 465,747 453,424 513,836 493,512
管理経費 106,036 115,270 121,782 130,047 158,566
徴収不能額等 250 0 110 201 412
教育活動支出計 1,829,182 1,740,908 1,722,745 1,827,668 1,851,068
教育活動収支差額 161,716 56,258 52,439 14,445 △ 42,582
受取利息・配当金 846 678 2,094 3,126 3,766
教育活動外収入計 846 678 2,094 3,126 3,766
借入金等利息 632 462 291 122 0
教育活動外支出計 632 462 291 122 0
教育活動外収支差額 214 216 1,803 3,004 3,766
経常収支差額 161,930 56,474 54,242 17,449 △ 38,816
資産売却差額 0 57,124 289 0 859
その他の特別収入 26,170 13,639 20,345 76,081 20,299
特別収入計 26,170 70,763 20,634 76,081 21,158
資産処分差額 7,759 3,862 4,135 17,748 4,618
その他の特別支出 31 7 2 0 302
特別支出計 7,790 3,870 4,137 17,748 4,920
特別収支差額 18,380 66,893 16,497 58,333 16,238

180,310 123,367 70,739 75,782 △ 22,578
△ 77,212 △ 49,643 △ 36,883 △ 545,874 △ 17,432
103,097 73,725 33,856 △ 470,092 △ 40,010

△ 1,660,304 △ 1,520,612 △ 1,446,134 △ 1,408,310 △ 1,878,402
36,595 753 3,968 0 4,825

△ 1,520,612 △ 1,446,134 △ 1,408,310 △ 1,878,402 △ 1,913,587
（参考）

事業活動収入計 2,017,915 1,868,607 1,797,913 1,921,320 1,833,410
事業活動支出計 1,837,605 1,745,240 1,727,174 1,845,538 1,855,988
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。
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《事業活動収支の推移》

事業活動収入は減少傾向にありますが、概ね19億円前後で推移しています。また、事業活動支出は、18億
円前後で推移しています。これにより、基本金組入前当年度収支差額は減少傾向にあり、2020年度は支出
超過となりました。

支
出

区分

教
育
活
動
外
収
支

2,017,915
1,868,607 1,797,913

1,921,320
1,833,4101,837,605

1,745,240 1,727,174
1,845,538 1,855,988

180,310
123,367 70,739 75,782

△ 22,578

-200000
0

200000
400000
600000
800000

1000000
1200000
1400000
1600000
1800000
2000000
2200000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

事業活動収支の推移

事業活動収入 事業活動支出 基本金組入前当年度収支差額

- 41 -



④ 貸借対照表〔2016〜2020年度〕

（単位：千円）

2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末 2020年度末

固定資産 10,701,893 10,683,502 10,653,459 10,639,301 10,486,387

有形固定資産 8,408,794 8,273,067 8,135,493 8,499,686 8,352,086

特定資産 2,167,595 2,289,263 2,401,307 2,022,983 2,092,404

その他の固定資産 125,505 121,172 116,659 116,632 41,897

流動資産 1,723,013 1,831,768 1,903,329 1,963,727 2,098,424

資産の部合計 12,424,906 12,515,270 12,556,788 12,603,028 12,584,811

固定負債 348,917 310,435 268,335 262,133 254,548

流動負債 229,971 235,449 248,328 224,987 236,934

負債の部合計 578,888 545,885 516,663 487,120 491,482

基本金 13,366,631 13,415,520 13,448,434 13,994,309 14,006,917

第１号基本金 13,233,631 13,282,520 13,315,434 13,861,309 13,873,917

第４号基本金 133,000 133,000 133,000 133,000 133,000

繰越収支差額 △1,520,612 △1,446,135 △1,408,310 △1,878,401 △1,913,588

純資産の部合計 11,846,018 11,969,386 12,040,125 12,115,908 12,093,329

負債及び純資産の部合計 12,424,906 12,515,270 12,556,788 12,603,028 12,584,811

《貸借対照表の推移》

資産は概ね横ばいで推移していますが、安定的な財政基盤の確保に資するための特定資産は2019
年度に中学校・高等学校校舎統一工事による減少を除いて増加しています。負債は「大学校地取得
校舎建築資金」借入金を完済したことにより減少しています。
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 ⑤ 主な財務⽐率〔2016〜2020年度〕
（単位：％） 〔参考〕

全国平均値
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人件費
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（注1）経常収入＝教育活動収入＋教育活動外収入

（注2）運用資産＝現金預金+特定資産+有価証券

（注3）要積立額＝退職給与引当金＋減価償却累計額

（注4）全国平均値＝大学法人規模別（1～2千人)の平均値〔日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」から転載〕
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Ⅳ 用語解説

4 用語解説

 ① 計算書について

□ 資金収支計算書

□ 活動区分資金収支計算書

□ 事業活動収支計算書

□ 貸借対照表

 ② 計算書の項目について

□ 資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

学生生徒納付金
手数料
補助金
付帯事業・収益事業

□ 資金収支計算書のみに表れる主な科目
資金調整勘定

施設関係支出
設備関係支出

□ 事業活動収支計算書のみに表れる主な科目
基本金組入額

 ③ 学校法人会計の特徴と企業会計の⽐較について

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、事業
活動収入から組入れられます。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定められていま
す。
第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額
第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額
第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額
第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この出資は、会社の細分化され
た持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資という概念はありません。設立は寄附によって行われ、学
校法人に対する持分が外部に生じることはありません。これは、教育の独立性を担保するものであり、所有者の意向を
受けて、教育が偏ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本原則は定款と呼ばれていま
すが、学校法人では寄附行為と呼ばれています。
学校法人は、4つの原則（真実性の原則・複式簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原則）により会計処理を行い、計
算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会計の原則にも同様の一般原則があり、基本的には同じで
す。
ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処理および計算書類の作成
は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行われなければならないとされています。

資金収支計算において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資金の調整
勘定です。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に入金される収
入）と前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受入れている収入）で
す。また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌年度以降に支払う支出）と前期末
前払金（前年度までに支払った支出）です。

土地、建物、構築物などの取得費用です。
教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などです。

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもので、収入の大きな割合を占めます。
入学検定料や証明書発行手数料などです。
国や地方公共団体からの助成金です。
課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入などです。

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容と支払資金のてん末を明
らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフローの状況を把握することができます。

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備等・その他の3つの活動に
分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握することができます。

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたものです。基本金の組入を除け
ば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学校法人の財務の状況を把握することができます。

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校法人の財政状態を明らかに
するものです。
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